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福祉・保健 

 
本市で は， 第六次鹿児島市総合計画に お い て ，「 自分ら し く 健やかに 暮ら せる  安心

安全な ま ち〔 健康・ 安心政策〕」 を 基本目標の一つ と し て 掲げ， 保健と 福祉のさ ま ざ ま

な 施策 に 取り 組ん で い る 。  

令和７ 年度は， 健康づくりに つ い て は， 第三次鹿児島市健康増進計画「 かご し ま 市

民す こ やかプ ラ ン 」 に 基づ き ， 市民の健康づ く り を 推進す る 。 ま た ， 第四次かご し ま

市食育 推進計画に 基づ き ， 食育の総合的かつ 計画的な 推進を 図る と と も に 、 同計画の

最終評 価や次期計画策定に 向け 市民意識調査を 実施す る 。  

地域福祉に つ い て は，「 地域共生社会」 の実現に 向け て ， 第５ 期鹿児島市地域福祉計

画に 基 づ き ， 重層的支援体制整備事業に 取り 組む な ど ， 本市の地域福祉を 総合的かつ

計画的 に 推進す る 。  

ま た ， 市民に 福祉交流やボ ラ ン テ ィ ア 活動を 広げ る イ ベ ン ト と し て ， わく わく 福祉

交流フ ェ ア を 開催す る 。  

こ のほか， 大規模災害発生時に 避難所等に お け る 供給体制が整う ま で の食糧や生活

必需品 の備蓄を 行う 。  

高齢者福祉に つ い て は， 引き 続き 敬老パス の交付や愛のふれあ い 会食事業を 実施す

る と と も に ， ス ポ ー ツ ・ 文化のイ ベ ン ト 「 す こ やか長寿ま つ り 」 を 開催す る な ど ， 高

齢者の 生き がい づ く り の推進と 社会参加の促進を 図る 。 ま た ， 在宅福祉に つ い て は，

紙お む つ 等助成事業等を 実施す る 。  

後期高齢者医療制度に つ い て は， 被保険者のはり ・ き ゅ う 施設等の利用に 対す る 独

自助成 を 行う ほか， 長寿健診を 実施す る 。  

介護保険に つ い て は， 介護を 必要と す る 高齢者等に 対し て 保険給付を 行う ほか， 要

支援者 等を 対象に 介護予防・ 日常生活支援総合事業を 実施す る と と も に ， リ ハビ リ テ

ー シ ョ ン 提供体制の充実や社会参加の促進を 図る た め ， 短期集中運動型サー ビ ス モ デ

ル事業 を 実施す る な ど 社会参加の支援を 強化し た 、 自立支援と 介護予防を 推進す る 。

ま た ，「 地域包括ケ ア シ ス テ ム 」 の深化・ 推進を 図る た め の中核機関で あ る 長寿あ ん し

ん 相談 セ ン タ ー（ 地域包括支援セ ン タ ー ） を 運営す る ほか，「 認知症オ レ ン ジ シ テ ィ 宣

言」 や 見守り 活動の促進な ど ， 認知症の人やそ の家族を 社会全体で 支 え る 各種事業を

市民・ 事業者と 一体と な っ て 実施す る 。  

障害者福祉に つ い て は， 第五次鹿児島市障害者計画及び 障害福祉計画第７ 期計画・

障害児 福祉計画第３ 期計画に 基づ き ，本市の障害者施策を 総合的・ 計画的に 推進す る 。

そ の中 で ， 身体・ 知的・ 精神及び 発達障害を 対象と し た 総合的な 相談等を 行う 障害者

基幹相 談支援セ ン タ ー や24時間365日の緊急対応（ 相談・ 受け 入れ） を 行う 障害者地域

生活支 援拠点の運営等を 行う 。 ま た ， 障害福祉サー ビ ス 等に 対す る 市独自の利用者負

担軽減 を 行う ほか， 障害者の社会参加を 促進す る た め ， 友愛パス 及び 友愛タ ク シ ー 券

を 交付 す る 。  

保健衛生に つ い て は ， がん 検診や定期予防接種を 実施す る と と も に ， 心の健康， 難

病患者 への支援， 成人と 高齢者・ 歯・ 食生活と 栄養な ど の健康相談・ 教室・ 訪問指導

等を 通 じ て ， 健康管理や生活習慣改善への支援を 行う 。 ま た ， 感染症対策と し て ， 特

定感染 症匿名検査予約のデ ジ タ ル化を 図る と と も に ， 新型イ ン フ ルエ ン ザ等対策行動

計画を 改定す る 。  
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１ 健康づくり 

(1) 健康増進計画推進事業（一部国庫補助事業 平成25年度から実施） 

目的・ 概要  第三次鹿児島市健康増進計画「 かご し ま 市民す こ やかプ ラ ン 」（ 令和

６ 年度～令和17年度） に 基づ き ， こ ど も から 高齢者ま で す べて の市民

が共に 支え 合い ， 自分ら し く 健やかに 暮ら せる かご し ま 市の実現を 目

指し ， 市民や関係機関・ 団体と 一体と な っ て ， 市民の健康づ く り を 推

進す る 。  

事業内容   ① 計画の推進 

ア  鹿児島市健康づ く り 推進市民会議の運営  

イ  推進検討委員会等の開催 

② 計画の周知・ 広報  

ア  健康づ く り 月間で の周知・ 広報  

イ  健康増進計画推進ア ド バイ ザー の派遣  

予 算 額   令和７ 年度 1, 109千円 

(2) 働く世代の健康づくり事業（一部国庫補助事業 平成27年度から実施） 

目的・ 概要  事業所と の協働に よ り ， 働く 世代の生活習慣の改善やメ ン タ ルヘ ル

ス 対策な ど 健康づ く り 事業に 取り 組む 。  

予 算 額   令和７ 年度 249千円 

(3) 食育推進事業（一部国庫補助事業 平成21年度から実施） 

目的・ 概要  「 食を 通じ て ， 健康で 生き 生き と 生活で き る 活力あ る かご し ま 市の

実現」 を 基本理念と す る 第四次かご し ま 市食育推進計画（ 令和４ 年度

～８ 年度） に 基づ き ， 食育に 関す る 施策を 総合的かつ 計画的に 推進す

る と と も に 、 同計画の最終評価や次期計画策定に 向け 市民意識調査を

実施す る 。  

事業内容   ① 食育推進委員 会の開催 

② 食育推進ネ ッ ト ワ ー ク の連携強化  

③ 食育情報の発信 

④ 市民への食育推進支援 

⑤ 食育推進計画の周知・ 広報 ， 市民意識調査 

予 算 額   令和７ 年度 2, 959千円 

(4) 食育フェスタ開催事業（一部国庫補助事業 平成27年度から実施）※令和７年度

休止事業 

目  的   食に 関す る 学習や体験活動を 通じ て 食育の推進を 図る た め ， 市内大

学や食育推進ネ ッ ト ワ ー ク 等と 連携し て「 食育フ ェ ス タ 」 を 開催す る 。 

内  容   開催方法・ 内容の見直し  

主  催   鹿児島市（ 協力： 市内大学， 食育推進ネ ッ ト ワ ー ク ）  

予 算 額   令和７ 年度 ０ 円 

(5) 市民健康まつり（平成元年度から実施） 

目  的   市民健康ま つ り や講演会を 開催し ， 健康の重要性及び 定期健診等の
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必要性に つ い て ， 市民の関心を 喚起す る と と も に 市民の認識を 深め る 。 

内  容   第42回市民健康ま つ り の開催  

主催 市民健康ま つ り 実行委員会（ 鹿児島市医師会ほか９ 団体共催）

予 算 額   令和７ 年度 1, 000千円 

(6) 受動喫煙防止対策事業（一部国庫補助事業 平成30年度から実施） 

目的・ 概要  市民の健康を 守る た め ， 施設の区分に 応じ た 受動喫煙防止対策に つ

い て の助言・ 指導等及び 受動喫煙に 関す る 知識の普及， 受動喫煙の防

止に 関す る 意識の啓発を 通じ ， 望ま な い 受動喫煙が生じ な い 環境整備

の促進を 図る 。  

事業内容   ① 周知・ 広報， 相談・ 問い 合わせ対応  

② 既存特定飲食提供施設に 係る 届出の受付， 違反者への指導・ 助

言等 

予 算 額   令和７ 年度 4, 609千円 

(7) 保健活動従事者等人材育成事業（一部国庫補助事業 平成22年度から実施） 

目的・ 概要  保健活動従事者等の資質向上を 図る た め ， 研修会等を 実施し 人材育

成を 行う 。  

事業内容   ① 育成ト レ ー ナ ー に よ る 新人保健師育成支援  

② 新任期・ 中堅期・ 管理期な ど の保健師研修会の実施  

③ 栄養士人材育成等の実施  

④ 研修会・ 研究学会への参加  

予 算 額   令和７ 年度 868千円 

(8) 健康づくり応援事業（市単独事業 令和元年度から実施） 

目的・ 概要  広く 市民の健康づ く り を 支援す る た め， 情報発信や健康づ く り 物品

等の貸与等を 行う 。  

事業内容   運動がで き る 施設等の情報発信 

予 算 額   令和７ 年度 ０ 円 

(9) かごしま温泉健康プラザ 

温泉を 活用し た 水中運動用プ ー ル や歩行浴， 全身・ 部分浴な ど の各種浴槽設備を 備

え て お り ， 市民が季節を 問わず ， 水中運動効果や温浴効果に よ り 自主的な 健康づ く り

を 図る こ と を 目的に 設置し た 。  

業務開始  平成11年４ 月 

所 在 地  永吉二丁目21番６ 号 

総事業費  約20億円  

建物構造  鉄筋コ ン ク リ ー ト 造  ４ 階建て の４ 階（ １ ・ ２ 階は西部保健セ ン タ ー ） 

敷地面積  2, 259. 84㎡（ 西部保健セ ン タ ー を 含む ）  

延床面積  4, 092. 52㎡（      〃     ）  

開館時間  午前９ 時～午後８ 時  

休 館 日  毎週火曜日（ 休日のと き は， そ の日後最も 近い 休日で な い 日）  

使 用 料  大人300円， 小人（ 小・ 中学生） 150円 

施設内容  水中運動用プ ー ル（ 17ｍ ×６ ｍ ）， 歩行浴， 全身・ 部分浴， 気泡浴， 圧
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注浴， 寝湯， サウ ナ ， 冷水浴， う た せ湯 な ど の浴槽施設のほか， ス ト

レ ッ チ ルー ム ， リ ラ ッ ク ス ルー ム （ 休憩室）  

(10) さくらじま白浜温泉センター 

一般 浴場 ， 家 族風 呂， 高齢 者や 身体 障害 者等 を 対 象に し た 福祉 浴場 を 備 え て お り ，

健康づ く り に 温泉を 活用す る こ と で 市民の健康保持及び 福祉の増進を 図る こ と を 目的

に 設置 し た 。  

業務開始  平成５ 年５ 月  

所 在 地  桜島白浜町1269番地 

総事業費  454, 953千円 

建物構造  鉄筋コ ン ク リ ー ト 造  ３ 階建て  

敷地面積  3, 395. 00㎡ 

延床面積  1, 347. 54㎡ 

開館時間  午前10時～午後９ 時  

休 館 日  毎月10日（ 土・ 日・ 休日のと き はその日後最も 近い土・ 日・ 休日でない日）  

使 用 料  大人390円， 小人（ 小学生） 150円 

家族風呂１ 時間1, 100円（ 30分超過ご と に 550円加算）  

※毎月26日（ 白浜温泉の日） は， 大人・ 小人と も 一律 100円，  

家族風呂550円 

施設内容  一般浴場（ 大浴槽， サウ ナ ， 水風呂， 気泡湯（ 低周波）， 寝湯， 露天風

呂）， 家族風呂， 福祉浴場， 一般休憩室， 福祉休憩室  

２ 地域福祉 

(1) 地域福祉館 

目  的  市民の交流や福祉活動及び 地域福祉ネ ッ ト ワ ー ク の拠点と し て ， ま た ，

地域で 活動す る 団体への活動支援を 行う 施設と し て ， 地域福祉館の管理

運営を 行う 。  

施設内容  和室・ 洋室・ 児童ルー ム な ど  

管理運営  鹿児島市社会福祉協議会   
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令和７ 年度委託料予算額 502, 582千円 

区分 

施設名 

施   設  令和6年度年間 

延 利 用 人 員 開所 敷地 建物 

１  真 砂 福 祉 館 
昭和48. ４ . １  

（ 平成３ . ４ . １ 移転新築）  

㎡ 

465 

㎡ 

514 

人 

16, 726 

２  玉 里 福 祉 館 
昭和48. 12. １  

（ 平成３ . ４ . １ 改築）  
874 508 11, 662 

３  甲 東 福 祉 館 
昭和49. ４ . １  

（ 平成９ . ９ . ９ 移転新築）  
723 557 18, 611 

４  上 町 福 祉 館 昭和50. ４ . １  保育園の２ 階 216 2, 996 

５  西 紫 原 福 祉 館 昭和51. ４ . １  保育園の２ 階 257 10, 027 

６  城 西 福 祉 館 
昭和52. ４ . １  

（ 平成27. ３ . 26改築）  
1, 855 624 32, 703 

７  武 福 祉 館 昭和54. ４ . １  保育園の２ 階 186 4, 495 

８  東 谷 山 福 祉 館 
昭和55. ４ . １  

（ 平成９ . 11. 18移転新築）  
1, 021 560 21, 595 

９  松 原 福 祉 館 昭和55. ４ . １  保育園の２ 階 160 3, 019 

10 鴨 池 福 祉 館 昭和57. ９ . １  471 507 12, 946 

11 宇 宿 福 祉 館 昭和58. ４ . １  638 502 14, 350 

12 西 伊 敷 福 祉 館 昭和58. ４ . １  366 389 23, 294 

13 坂 之 上 福 祉 館 昭和59. ４ . １  760 456 22, 212 

14 甲 南 福 祉 館 昭和59. ４ . １  310 497 11, 394 

15 武 岡 福 祉 館 昭和60. ４ . １  731 496 14, 157 

16 玉 里 団 地 福 祉 館 昭和60. ４ . １  1, 022 454 16, 394 

17 柳 町 福 祉 館 昭和60. 10. １  551 551 5, 788 

18 川 上 福 祉 館 昭和61. ２ . １  927 482 14, 746 

19 吉 野 東 福 祉 館 昭和61. ４ . １  921 491 11, 795 

20 平 川 福 祉 館 昭和61. ９ . １  702 286 3, 884 

21 明 和 福 祉 館 昭和62. ４ . １  750 491 14, 947 

22 紫 原 福 祉 館 昭和62. ４ . １  
市営住宅 

集会室の２ 階  
330 19, 797 

23 八 幡 福 祉 館 昭和62. ４ . １  248 376 9, 217 

24 西 谷 山 福 祉 館 昭和62. ４ . １  683 501 11, 422 
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区分 

施設名 

施   設  令和6年度年間 

延 利 用 人 員 開所 敷地 建物 

25 桜 ヶ 丘 福 祉 館 昭和63. ２ . 20 658 493 18, 442 

26 田 上 台 福 祉 館 昭和63. ３ . 25 632 472 15, 276 

27 谷 山 北 福 祉 館 平成元. ４ . １  967 496 11, 169 

28 吉 野 福 祉 館 平成元. ９ . 12 795 507 19, 390 

29 西 陵 福 祉 館 平成元. ９ . 12 801 516 14, 573 

30 唐 湊 福 祉 館 平成２ . ４ . １  1, 123 525 7, 477 

31 星 ヶ 峯 福 祉 館 平成２ . ４ . １  758 502 15, 345 

32 坂 元 福 祉 館 平成３ . ４ . １  773 515 7, 916 

33 た て ば ば 福 祉 館 平成４ . ４ . １  732 511 20, 592 

34 皇 徳 寺 福 祉 館 平成４ . ４ . １  949 516 19, 119 

35 谷 山 福 祉 館 平成４ . ４ . １  1, 058 515 21, 626 

36 田 上 福 祉 館 平成５ . ４ . １  870 515 16, 799 

37 花 野 福 祉 館 平成５ . 10. 13 622 534 14, 662 

38 福 平 福 祉 館 平成６ . ４ . １  970 537 15, 495 

39 伊 敷 台 福 祉 館 平成８ . 12. 14 1, 001 557 23, 453 

40 宇 宿 中 間 福 祉 館 平成16. ４ . １  827 600 16, 693 

41 和 田 福 祉 館 平成16. 11. ９  781 599 12, 930 

(2) 民生委員・児童委員 

委員定数  1, 068人（ 令和７ . ４ . １ 現在）  

活 動 費  年額 会  長  （  50人） 191, 000円 

副 会 長  （  50人） 161, 000円 

一般委員  （ 868人） 155, 000円 

主任児童委員（ 100人） 155, 000円   
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内容別相談・ 支援状況                      （ 単位: 件）  

区 分 
在 宅  

福 祉  

介 護  

保 険  

健康・

保 健 

医 療 

子育て 

・ 母子 

保 健 

子ども  

の地域 

生 活 

子 ど も 

の教育・  

学校生活 

生活費 

年 金  

・  

保 険  

仕 事  
家 族  

関 係  
住 居  

生 活  

環 境  

日常的

な支援 
その他 合 計  

令和６ 年度 

累 計 
4, 114 1, 370 2, 462 1, 325 3, 778 2, 493 578 200 204 1, 087 793 2, 236 11, 513 10, 705 42, 858 

１ 人当たり  

１ 月 平 均 
0. 32 0. 11 0. 19 0. 10 0. 29 0. 19 0. 05 0. 02 0. 02 0. 08 0. 06 0. 17 0. 90 0. 84 3. 34 

 

分野別相談・ 支援状況                       （ 単位： 件）  

区  分  
高 齢 者 に 

関する こ と  

障 害 者 に 

関する こ と  

子 ど も に 

関する こ と  
そ の 他 合  計 

令 和 ６ 年 度 累 計 25, 316 1, 808 8, 374 7, 360 42, 858 

１ 人当たり １ 月平均 1. 98 0. 14 0. 65 0. 57 3. 34 

 

そ の他の活動状況        （ 単位： 件）         （ 単位： 回， 日）  

区 分 

調 査 

・  

実態把握 

行事・ 事 

業・ 会議 

への参加 

・ 協 力 

地域福祉

活動・ 自

主 活 動 

民児協運

営・ 研修 
証明事務 

要保護児

童の発見

の通告・

仲 介 

 訪問回数 連絡調整回数 

活動日数 訪 問 ・  

連絡活動 
そ の他 委員相互 

その他の

関係機関 

令和６ 年度

累 計 
15, 249 25, 748 63, 747 37, 999 5, 228 81 109, 515 72, 396 109, 591 42, 521 177, 228 

１ 人当たり

１ 月 平 均 
1. 19 2. 01 4. 97 2. 96 0. 41 0. 01 8. 55 5. 65 8. 55 3. 32 13. 83 

 (3) 民生委員児童委員見守り活動支援事業（市単独事業 平成25年度から実施）  

目  的  支援が必要な 地域住民の早期発見， 把握のた め ， 地域で の見守り 活動

の周知広報や見守り 活動協力事業者の拡大を 図る な ど ， 民生委員・ 児童

委員の見守り 活動を 支援す る 。  

予 算 額  令和７ 年度 101千円 

(4) 重層的支援体制整備事業（令和６年度から実施） 

目  的  地域住民の複雑化・ 複合化し た 支援ニ ー ズ に 対応す る た め ， 関係機関

や地域の連携に よ る 重層的な 支援を 行う 。  

内  容  市民から 寄せら れる 福祉に 関す る 相談を 包括的に 受け 止め， ８ ０ ５ ０

問題やダ ブ ルケ ア な ど の複雑化・ 複合化し た ケ ー ス に つ い て は， 関係機

関が連携し て 支援プ ラ ン を 作成し ， 助成制度や福祉サー ビ ス 等の既存の

支援に 加え ， 継続的な 家庭訪問や地域と のつ な がり づ く り な ど に よ る 重

層的な 支援を 提供し ， 困り ご と の解決を 図る 。  

予 算 額  令和７ 年度 41, 664千円 

(5) 地域福祉推進事業（平成16年度から実施） 

目  的  地域福祉館等を 拠点と し た 地域福祉ネ ッ ト ワ ー ク を 推進す る た め ， 地

域福祉支援員の配置を 行う 。  

内  容  地域福祉館等（ 41福祉館＋市社協支部） を 拠点に ， 地域福祉支援員を

配置し ， 小地域ネ ッ ト ワ ー ク の支援や地域情報の把握， 団体から の相談

への対応等に よ り 支援関係機関間の連携推進を 図る ほか， 地域住民から

の相談への対応等に 取り 組む 。  
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予 算 額  令和７ 年度 36, 295千円 

(6) わくわく福祉交流フェア（平成24年度から実施）  

目   的   市 民に 福祉 交流やボ ラ ン テ ィ ア 活 動を 広げ る こ と を 目的 に 開催 す る 。 

事業主体  鹿児島市及び 鹿児島市社会福祉協議会  

内  容  バザー や模擬店， 福祉施設製作品展示即売  ほか 

予 算 額  令和７ 年度 2, 227千円 

(7) 地域振興基金の設置（平成２年度から積み立て）  

目   的   高 齢者等に 対す る 福 祉活 動の促 進 ， 快適 な 生活 環境の 形 成等 を 図 る 。 

基金総額  35, 243千円 

令 和 ６ 年 度 事 業   基 金 運 用 か ら 生 ず る 収 益 を わ く わ く 福 祉 交 流 フ ェ ア 事 業 等 の

事業用の財源の一部と し て 充当  

(8) 社会福祉協議会への助成（市単独事業）  

目   的   本 市 の 福 祉 行 政 を 補 完 す る 役 割 を 果 た し て い る 社 会 福 祉 協 議 会 の 各

事業に 対し 助成を 行い ， 事業の円滑な 運営を 支援す る こ と に よ り 市民福

祉の増進を 図る 。  

内  容  社会福祉協議会が行う 下記事業の運営費等に 対し ， 補助を 行う 。  

① 法人運営事業 

② 地域福祉活動推進事業  

③ ボ ラ ン テ ィ ア 活動振興事業  

④ 福祉コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン タ ー 運営事業  

予 算 額  令和７ 年度 166, 299千円 

(9) 社会事業協会への助成（市単独事業）  

目   的   本 市 の 福 祉 行 政 を 補 完 す る 役 割 を 果 た し て い る 社 会 事 業 協 会 の 本 部

事務局運営経費に 対し 助成を 行い ， 事業の円滑な 運営を 支援す る こ と に

よ り 市民福祉の増進を 図る 。  

内  容  社会事業協会の本部事務局の運営経費に 対し ， 補助を 行う 。  

予 算 額  令和７ 年度 17, 314千円 

(10) 戦没者の慰霊に関する事業（市単独事業）  

目   的   戦 没者追悼 式を 行う ほか ， 太平 洋 戦争民 間 犠牲 者慰霊 碑 「 人間 之 碑」

献花や各種慰霊祭に 対す る 供花を 行う と と も に ， 鹿児島市遺族会に 対し

て 補助を 行う 。  

予 算 額  令和７ 年度 1, 236千円 

(11) 再犯防止推進事業（市単独事業）  

目  的  鹿児島市再犯防止推進計画に 基づ き ， 犯罪や非行を し た 人の社会復帰

に 関す る 施策の推進を 図る た め， 再犯防止推進連絡会議の開催や鹿児島

保護区保護司会に 対す る 補助を 行う 。  

予 算 額  令和７ 年度 1, 203千円 
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(12) 市民奉仕活動賠償傷害保険（市単独事業 昭和59年度から実施） 

市内の奉仕活動を 行う 住民団体の参加者が， 過失に よ り 行事参加者等に 損害を 与え 、

法律上 の責任を 負う 場合や， 奉仕活動中に 思わぬ事故で 負傷し ， ま た は死亡し た 場合

に こ の 保険で 補償す る 。  

令和７ 年度加入団体  1, 445団体 補償対象者 200, 903人 

保険料全額市負担 

(13) 中国残留邦人等支援事業（平成20年度から生活支援等に拡大して実施） 

目  的  永住帰国し た 中国残留邦人等（ 樺太残留邦人を 含む ） に 対し ， 老後の

生活の安定， 地域で の生き 生き と し た 暮ら し を 実現す る た め ， 必要な 支

援を 行う 。  

内  容 ① 中国残留邦人等への生活支援給付金等の支給（ 国の制度）  

② 中国語ので き る 支援・ 相談員の配置（ 国の制度）  

③ 自立支援通訳の派遣（ 国の補助事業）  

④ 帰国時の慰労金及び 就職奨励金の支給（ 市単独事業  昭和49年度か

ら 実施）  

予 算 額  令和７ 年度 78, 253千円 

(14) ホームレス巡回相談指導事業（国の制度 平成20年度から実施）  

目  的  ホ ー ム レ ス 又はホ ー ム レ ス と な る お そ れのあ る 者に 対し ， 巡回相談等

に よ る 相談活動を 行い ，こ れら の方々が抱え る 問題を 把握す る と と も に ，

必要な 援助が受け ら れる よ う 指導す る こ と に よ り ，そ の自立を 支援す る 。 

予 算 額  令和７ 年度 1, 376千円 

(15) 隣保館 

目   的   福 祉 の 向 上 や 人 権 啓 発 の た め の 住 民 交 流 の 拠 点 と な る 開 か れ た コ ミ

ュ ニ テ ィ セ ン タ ー と し て ， 各種相談事業や人権課題の解決のた め の各種

事業を 総合的に 行う 。  

予 算 額  令和７ 年度 34, 884千円 

① 小 松原市民館 開設 昭和54年４ 月 

所 在 地 小松原一丁目48-6 

面 積 敷地477. 39㎡ 建物 延592. 56㎡ 

構 造 鉄筋コ ン ク リ ー ト ３ 階建  

施 設 内 容 
調理室， 図書室， 会議・ 研修室， 教養娯楽室，  

相談室， 多目的利用室， 事務室  

利 用 状 況 （ 令和６ 年度） 9, 354人 

 

② 小 野市民館 開設 昭和58年４ 月 

所 在 地 小野三丁目13-7 

面 積 敷地661. 88㎡  建物 延408㎡ 

構 造 鉄筋コ ン ク リ ー ト ２ 階建  

施 設 内 容 調理室， 図書室， 学習室， 教養娯楽室， 会議室， 相談室， 事務室  

利 用 状 況 （ 令和６ 年度） 7, 561人 
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(16) 災害弔慰金，災害障害見舞金の支給及び災害援護資金の貸付 

（国・県制度 昭和57年７月10日適用） 

災害救助法等の適用さ れた 自然災害に よ り ， 市民が死亡し た 場合， そ の遺族に 対し

災害弔 慰金を ， 精神又は身体に 著し い 障害を 受け た 市民に は， 災害障害見舞金を 支給

す る 。  

ま た ， 被災家庭の災害復旧に 資す る た め 世帯主に 対し て 災害援護資金の貸付を 行っ

て い る 。  

支給額及び 貸付限度額 

① 災 害 弔 慰 金 主た る 生計維持者の死亡  500万円以内 

そ の他死亡        250万円以内  

実  績 令和６ 年度   該当な し  

② 災 害 障 害 見 舞 金 主た る 生計維持者の障害者  250万円以内 

そ の他障害者       125万円以内  

実  績 令和６ 年度   該当な し  

③ 災 害援護資金貸付 １ 世帯当た り の貸付限度額150万円から 350万円 

（ 被害の種類及び 程度に よ り 異な る ）  

償還期間 10年間（ う ち 据置期間３ 年）  

実  績 令和６ 年度   １ 件 1, 700千円 

(17) 被災者生活再建支援制度（国・県制度 平成10年５月適用） 

自然災害に よ り そ の生活基盤に 著 し い 被害を 受け た 者に 対し ， 都道府県が相互扶助

の観点 から 拠出し た 基金を 活用し て 被災者生活再建支援金を 支給す る た め の措置を 定

め る こ と に よ り ， そ の生活の再建を 支援し ， も っ て 住民の生活の安定と 被災地の速や

かな 復 興に 資す る こ と を 目的と す る 。  

実  績  令和６ 年度 該当な し  

(18) 小災害救助（市単独事業 昭和40年９月から実施） 

目  的  災害救助法の適用を 受け る に 至ら な い 火災， 風水害そ の他の小災害に

よ る り 災者に 対し ， 応急的に 必要な 救助を 行い ， 援護を 図る 。  

基  準  死亡者に 対す る 弔慰金       100, 000円 

傷 害 者（ １ カ 月以上入院治療）    30, 000円 

物資 支給   毛 布又 は タ オ ル ケ ッ ト １ 人１ 枚 （ 社協 と 日 赤か ら 毛 布 ，

タ オ ルセ ッ ト 他）  

見 舞 金（ 全焼・ 全壊） １ 世帯30, 000円 １ 人増すごと に15, 000円加算 

（ 半焼・ 半壊） １ 世帯15, 000円 １ 人増すごと に 8, 000円加算 

（ 床上浸水等） １ 世帯10, 000円 １ 人増すごと に 5, 000円加算 

実  績  令和６ 年度 30世帯57人（ 内死亡者３ 人）  

弔慰金・ 見舞金 1, 202千円 毛布等54枚 

予 算 額  令和７ 年度 1, 491千円 

(19) 災害時食糧等物資備蓄事業（市単独事業 平成24年度から実施） 

目   的   大 規 模 災 害 発 生 時 に 避 難 所 等 に お け る 供 給 体 制 が 整 う ま で の 食 糧 や

生活必需品等の備蓄を 行う 。  

備蓄物資  保存用米製食品， 保存用パン ， 毛布， 紙お むつ 、 段ボ ー ルベ ッ ド 等 
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予 算 額  令和７ 年度 19, 071千円 

(20) 全国市長会防災・減災費用保険料（市単独事業 平成30年度から実施）  

目   的   災 害 救 助 法 の 適 用 に 至 ら な い 災 害 時 に 実 際 に 支 出 し た 費 用 の 一 部 を

補て ん す る 「 防災・ 減災費用保険」 制度に 加入す る 。  

保険内容  避難所の設置 食品・ 飲料水・ 生活必需品の供給， 職員の人件費な ど  

予 算 額  令和７ 年度 8, 744千円 

(21) 市内に設置されている社会福祉施設（市立を除く） 

ア 県  立                      （ 令和７ ．４ ．１ 現在）  

施 設 別 名      称  定 員 設立年月日 電  話 

視聴覚障害者 

情報提供施設 
視聴覚障害者情報セ ン タ ー  － 昭和29. 7. 1 220-5896 

 

イ 社会福祉法人・その他                （ 令和７ ． ４ ． １ 現在）  

施 設 の 種 類 総数 経 営 主 体 職員数 定 員 

保 育 所 108 社 会 福 祉 法 人 等 2, 975人 7, 923人 

児 童 養 護 施 設 ５  社 会 福 祉 法 人 － － 

母 子 生 活 支 援 施 設 ４  社 会 福 祉 法 人 61 80世帯 

乳 児 院 ２  社 会 福 祉 法 人 － － 

助 産 施 設 ２  公 益 社 団 法 人 等 58 29 

障 害 児 入 所 施 設 ４  社 会 福 祉 法 人 － － 

児 童 発 達 支 援 セ ン タ ー  18 社 会 福 祉 法 人 等  － 

障 害 者 支 援 施 設 18 社 会 福 祉 法 人 － 637 

養 護 老 人 ホ ー ム  2 社 会 福 祉 法 人 48 110 

特 別 養 護 老 人 ホ ー ム  56 社 会 福 祉 法 人 等 2, 615 3, 127 

軽 費 老 人 ホ ー ム  14 社 会 福 祉 法 人 等 133 458 

女 性 自 立 支 援 施 設 １  社 会 福 祉 法 人 16 30 

母 子 福 祉 セ ン タ ー  １  社 会 福 祉 法 人 4 － 

児 童 心 理 治 療 施 設 １  社 会 福 祉 法 人 34 50 

救 護 施 設 １  社 会 福 祉 法 人 17 50 

(22) 社会福祉法人等の指導監査等 

目  的  社会福祉法人及び 社会福祉施設等の適正な 運営を 図る た め， 関係法令，

通知に よ る 指導事項に つ い て 指導監査等を 行う と と も に ， 必要な 助言，

指導を 行う 。  

令和７ 年度指導監査等対象数   社会福祉法人       125 

社会福祉施設       591 

介護保険施設等      1, 219 

障害福祉サー ビ ス 事業等 1, 589 

有料老人ホ ー ム       214 
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(23) 社会福祉施設避難確保計画運用支援事業（市単独事業 令和５年度から実施）  

目  的  災害時に お い て ， 洪水浸水想定区域等に 立地す る 高齢者福祉施設や障

害者福祉施設等（ 要配慮者利用施設） の利用者が迅速に 避難で き る よ

う ， 施設等が作成す る 避難確保計画の運用支援を 行う 。  

事業内容  ① 避難確保計画の精査及び 検証 

② 防災知識の普及啓発 

③ 避難の実効性を 高め る た めの助言及び 支援  

予 算 額  令和７ 年度 5, 217千円 

(24) 地域福祉計画  

「 地域福祉計画」 は、 社会福祉法に 基づ く 市町村地域福祉計画と し て 位置づ け ら れ

て お り 、 令和４ 年度から 令和８ 年度を 計画期間と す る 第５ 期鹿児島市地域福祉計画で

は、「 みん な がつ な がり ・ 支え 合う  生き がい あ ふれる 福祉のま ち  かご し ま 」 を 基本

理念と し 、 地域共生社会の実現に 向け て 、 本市の地域福祉を 総合的かつ 計画的に 推進

し て い る 。  

３ 介護保険 

(1) 介護保険制度（国の制度 平成12年４月から実施） 

目  的  介護保険は， 自己責任の原則と 社会的連帯の精神のも と ， 介護を 要す

る 状態に な っ て も ， で き る 限り 自立し た 生活を 営め る よ う に ， 真に 必

要な 介護サー ビ ス を 総合的・ 一体的に 提供す る 制度で あ る 。  

対 象 者 ① 第１ 号被保険者…65歳以上の者 

② 第２ 号被保険者 …40歳以上65歳未満で 医療保険に 加入し て い る 者 

保険給付の内容 

① 居宅（ 介護予防） サー ビ ス 等  

訪問介護，（ 介護予防） 訪問入浴介護，（ 介護予防） 訪問看護，（ 介護

予防） 訪問リ ハビ リ テ ー シ ョ ン ，（ 介護予防） 居宅療養管理指導， 通所

介護，（ 介護予防） 通所リ ハビ リ テ ー シ ョ ン ，（ 介護予防） 短期入所生

活介護，（ 介護予防） 短期入所療養介護，（ 介護予防） 特定施設入居者

生活介護，（ 介護予 防） 福祉用具貸与，（ 介護予防） 福祉用具購入費の

支給，（ 介護予防） 住宅改修費の支給， 介護予防支援， 居宅介護支援  

② 施設サー ビ ス  

介護老人福祉施設， 介護老人保健施設， 介護医療院  

③ 地域密着型（ 介護予防） サー ビ ス  

定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護， 夜間対応型訪問介護， 地域密

着型通所介護，（ 介護予防） 認知症対応型通所介護，（ 介護予防） 小規

模多機能型居宅介護，（ 介護予防） 認知症対応型共同生活介護， 地域密

着型特定施設入居者生活介護， 地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護， 看護小規模多機能型居宅介護  

④ サー ビ ス 費の支給  

高額介護（ 予防） サー ビ ス 費， 高額医療合算介護（ 予防） サー ビ ス

費， 特定入所者介護（ 予防） サー ビ ス 費  
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保 険 料 ① 第１ 号被保険者  

所得段 階 対  象  者  令和７ 年度保険料（ 年額）  

第１ 段 階 

本人が生活保護受給者， 中国残留邦人等支援給付受

給者の人 

世帯全員が市町村民税非課税で， 老齢福祉年金受給

者又は本人の課税年金収入額と 合計所得金額の合計

から 年金収入に係る所得を控除し た額が80万9千円

以下の人 

基準額×0. 285 21, 400円 

第２ 段 階 

世帯全員が市町村民税非課税で， 本人の課税年金収

入額と 合計所得金額の合計から年金収入に係る所得

を控除し た額が120万円以下で，第１ 段階対象者以外

の人 

基準額×0. 486 36, 500円 

第３ 段 階 
世帯全員が市町村民税非課税で， 第１ 段階及び第２

段階の対象者以外の人 
基準額×0. 685 51, 400円 

第４ 段 階 

世帯内に市町村民税課税の人がいるが， 本人は市町
村民税非課税で， 課税年金収入額と 合計所得金額の
合計から 年金収入に係る所得を控除し た額が80万9
千円以下の人 

基準額×0. 9 67, 500円 

第５ 段 階 
世帯内に市町村民税課税の人がいるが， 本人は市町

村民税非課税で， 第４ 段階対象者以外の人 
基準額 74, 900円 

第６ 段 階 
本人が市町村民税課税で，  

合計所得金額が125万円未満の人 
基準額×1. 2 89, 900円 

第７ 段 階 
本人が市町村民税課税で，  

合計所得金額が125万円以上210万円未満の人 
基準額×1. 3 97, 400円 

第８ 段 階 
本人が市町村民税課税で，  

合計所得金額が210万円以上320万円未満の人 
基準額×1. 5 112, 400円 

第９ 段 階 
本人が市町村民税課税で，  

合計所得金額が320万円以上420万円未満の人 
基準額×1. 7 127, 400円 

第10段階 
本人が市町村民税課税で，  

合計所得金額が420万円以上520万円未満の人 
基準額×1. 9 142, 400円 

第11段階 
本人が市町村民税課税で，  

合計所得金額が520万円以上620万円未満の人 
基準額×2. 0 149, 800円 

第12段階 
本人が市町村民税課税で，  

合計所得金額が620万円以上720万円未満の人 
基準額×2. 1 157, 300円 

第13段階 
本人が市町村民税課税で，  

合計所得金額が720万円以上800万円未満の人 
基準額×2. 2 164, 800円 

第14段階 
本人が市町村民税課税で，  

合計所得金額が800万円以上1, 000万円未満の人 
基準額×2. 3 172, 300円 

第15段階 
本人が市町村民税課税で，  

合計所得金額が1, 000万円以上の人 
基準額×2. 4 179, 800円 

合計所 得金額に つ い て は， 地方税法に 規定さ れる 合計所得金額から 租税特別措置法に

規定さ れる 長期譲渡所得又は短期譲渡所得に 係る 特別控除額を 控除し た 額と な る 。  

② 第２ 号被保険者  

加入し て い る 医療保険ご と に 定め ら れた 算定方法に よ る 。  

地域支援事業 

要支援者等を 対象に ， 自立支援と 介護予防を 推進す る ， 介護予防・ 日常生活支援総

合事業 を 実施す る と と も に ， 地域の高齢者に 対す る 総合相談支援・ 権利擁護等を 行う

包括的 支援事業， さ ら に は地域の実情に 応じ た 必要な 支援等を 行う 任意事業を 実施す

る 。  

  



- 190 - 

（ア）介護予防・日常生活支援総合事業  

事業の種類 事  業  の  内  容  
令和７ 年度 

予算額( 千円)  
所管課 

介護予防・ 生活支援サ

ービス事業（ 訪問型・

通所型サービス他）  

要支援者等を対象に多様なニーズに対応し たサ

ービスを提供し ，高齢者の自立支援と 介護予防を

推進する。  

1, 499, 046 長寿あんし ん課 

短期集中運動型サービ

ス検討事業 

要支援者等の自立支援や重度化防止のためのリ

ハビリ テーショ ン提供体制の充実や社会参加の

促進を図るため, 社会参加の支援を強化し た短期

集中運動型サービスのモデル事業を実施する。  

3, 371 長寿あんし ん課 

シニア世代のヘルスプ

ロモーショ ン事業 

65歳以上の高齢者を対象に，介護予防，生活習慣

病予防等，健康に対する正し い知識の普及を図る

ため， 集団教育や個別の健康相談を行う 。  

5, 373 保健予防課 

高齢者のし おり 作成事

業 

介護予防についての知識，保健福祉サービスに関

する施策及び介護予防のポイ ント などを掲載し

た冊子を作成する。（ 隔年作成）  

1, 655 長寿支援課 

お達者ク ラ ブ運営支援

事業 

地域の身近な公民館等で地域ボラ ンティ ア等の

協力を得て，体操や健康講座，創作活動，認知症

予防などの介護予防活動を行う 。  

27, 392 保健予防課 

健康づく り 推進員支援

事業 

お達者ク ラ ブの運営等を行う ボラ ンティ アであ

る健康づく り 推進員の養成及び健康づく り 推進

員協議会の支援を行う 。  

2, 433 保健予防課 

高齢者料理教室支援事

業 

高齢者が低栄養状態に陥るこ と の予防を図るた

め，食生活改善推進員が実施する高齢者を対象と

する料理教室を支援する。  

1, 561 保健予防課 

心をつなぐ と も し びグ

ループ活動推進事業 

地域において，声かけ活動等を行う ボランティ ア

グループを「 と もし びグループ」 と し て登録し ，

地域で支えあう 地域福祉を推進する。  

908 長寿支援課 

高齢者いきいきポイン

ト 推進事業 

市社会福祉協議会で募集・ 管理する，高齢者のボ

ランティ ア活動等や健康診査の受診に対し て, 換

金等が可能なポイント を付与するこ と で，高齢者

の生きがいづく り や介護予防を推進する。  

7, 698 長寿あんし ん課 

よかよか元気ク ラブ活

動支援事業 

誰も が参加できる介護予防活動の地域展開を目

指し ，鹿児島よかよか体操やらく ら く 体操を中心

と し た住民主体の活動を推進する。  

1, 735 保健予防課 

地域リ ハビリ テーショ

ン活動支援事業 

理学療法士等のリ ハビリ テーショ ン専門職が，住

民主体の通いの場等における集団及び個別指導

を実施するなど， 介護予防の取組を支援する。  

10, 346 保健予防課 

一般介護予防（ 口腔・

栄養・ 運動） 複合教室

事業 

高齢期の疾病予防・ 介護予防等を推進するため，

口腔機能向上・ 栄養改善・ 運動器機能向上を目的

と し た複合型教室を実施する。  

710 保健予防課 

Ｉ Ｃ Ｔ を活用し た地域

介護予防活動支援事業 

効果的な介護予防活動の推進を図るため，タ ブレ

ッ ト 端末を活用し ，住民主体の通いの場等で質問

票の入力や体力測定等を実施する。  

 

1, 453 

 

保健予防課   
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（イ）包括的支援事業 

事業の種類 事  業  の  内  容  
令和７ 年度 

予算額( 千円)  
所管課 

地域包括支援センタ ー

運営事業 

地域包括支援センタ ーの職員を増員し ，高齢者の

介護予防や自立支援のための総合相談支援等を

行う と と もに，地域共生社会の実現に向けて，障

害分野や児童分野など他分野と の連携を図る。  

718, 646 長寿あんし ん課 

地域ケア会議推進事業 

地域包括ケアシステムの深化・ 推進を図るため，

高齢者個人の支援の充実と と も に地域課題の把

握や課題解決に必要な資源開発や地域づく り を

推進する地域ケア会議を開催する。  

1, 625 長寿あんし ん課 

在宅医療と 介護の連携

推進事業 

地域包括ケアシステムを構築するため， 在宅医

療・ 介護の連携推進協議会の開催等により ，本市

における在宅での医療と 介護の連携を推進する。 

11, 506 長寿あんし ん課 

生活支援体制整備事業 

地域包括支援センタ ーに生活支援コ ーディ ネー

タ ーを配置し ，高齢者の生活支援の担い手の養成

や地域のニーズと 地域資源のマッ チングの強化

など，地域の多様な関係者等による支援体制の充

実を図る。  

39, 456 長寿あんし ん課 

認知症初期集中支援推

進事業 

認知症の人やその家族に早期に関わる「 認知症初

期集中支援チーム」を地域包括支援センタ ーに配

置し ， 早期診断・ 対応に向けた支援を行う 。  

4, 695 認知症支援室 

認知症施策推進事業 
国の「 認知症施策推進基本計画」 等に基づく 各種

取組を実施する。  
18, 511 認知症支援室 

チームオレンジ設置運

営支援事業 

認知症の方と サポータ ー等が一体と なって，地域

における交流や見守り 支援などを行う ボラ ンテ

ィ ア団体「 チームオレンジ」 の設置を進めると と

も に運営を支援する。  

12, 668 認知症支援室 

認知症おう えんナビ運

用事業 

認知症に関するク イ ズや気になる症状の選択等

を通じ て，適切な相談先の案内や支援事業の申請

等に対応する「 かごし ま市認知症おう えんナビ」

を市ホームページ内で運用し ，認知症の予防や早

期発見等につなげる。  

0 認知症支援室 

（ウ）任意事業 

事業の種類 事  業  の  内  容  
令和７ 年度 

予算額( 千円)  
所管課 

介護給付適正化事業 

利用者に適切なサービスを提供できる環境整備

を図るために，①ケアプラ ンチェ ッ ク，②講演会

の開催等を行う 。  

9, 315 介護保険課 

家族介護講習会等開催

事業 

介護を行っている者等を対象に，家族介護講習会

や家族介護交流会を実施する。  
1, 069 長寿支援課 

家族介護慰労金支給事

業 

家族介護を継続し て支援するため，介護慰労金を

支給する。  
900 長寿支援課 

高齢者見守り 支援事業 

在宅の認知症高齢者やその疑いのある人が，行方

不明になるのを防ぐために，位置情報サービス等

を利用する家族に対し て，加入経費の一部を助成

する。  

100 認知症支援室 

成年後見制度利用支援

事業 

身寄り のない認知症高齢者等のため，審判の申立

てのほか， 後見人等報酬の助成を行う 。  
28, 021 認知症支援室 

住宅改修支援事業 
住宅改修費の申請書に添付する理由書の作成業

務について支援を行う 。  
400 介護保険課 
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事業の種類 事  業  の  内  容  
令和７ 年度 

予算額( 千円)  
所管課 

高齢者住宅生活援助員

派遣事業 

市営住宅及び県営住宅のシルバーハウジングに，

社会福祉法人から生活援助員を派遣し ，入居者の

在宅生活を支援する。  

19, 699 長寿支援課 

介護サービス相談員派

遣事業 

介護サービス相談員が介護サービスの提供の場

を訪問し ， サービス利用者， 家族等の話を聞き，

利用者等の疑問や不満，不安等の解消を図り ，介

護サービスの質的な向上を図る。  

3, 941 介護保険課 

認知症オレンジサポー

タ ー養成事業 

認知症サポータ ー及び認知症等見守り メ イト を

養成すると と もに， 認知症介護教室を実施する。 
3, 475 認知症支援室 

認知症おかえり サポー

ト 事業 

認知症などにより 行方不明と なっ た高齢者等の

早期発見のため，市LI NE公式アカウント を活用し

て， 情報を配信する。  

119 認知症支援室 

認知症オレンジシティ

推進事業 

「 認知症オレンジシティ 」 を宣言し ，企業と の連

携による見守り 活動を促進するなど，認知症への

理解促進等を図る取組を市民・ 事業者と 一体と な

っ て進める。  

475 認知症支援室 

予 算 額  令和７ 年度 58, 989, 200千円（ 特別会計）  

798, 813千円（ 一般会計 ※）  

※  重層的支援体制整備事業 

(2) 低所得者対策 

① 訪 問介護等利用者負担助成事 業  

・ 障害者利用者支援措置（ 県の補助事業  平成12年４ 月から 実施）  

障害者施策に よ る ホ ー ム ヘ ルプ サー ビ ス を 境界層該当と し て 負担額のな かっ た

者が， 介護保険の訪問介護等を 利用し た 場合， 利用者負担額を 全額免除す る 。  

・ 訪問介護等利用者負担助成（ 市単独事業  平成13年４ 月から 実施）  

国の経過措置対象者と し て 認定さ れて い た 者， 市の経過措置対象者と し て 認定

さ れて い た 者及び 65歳到達前に 市の障害福祉サー ビ ス を 利用し て い た 者等が介護

保険の訪問介護等を 利用し た 場合， 利用者負担額を 助成す る 。  

予 算  額  令和７ 年度 4, 561千円 

② 低 所得者利用者負担助成事業  

・ 社会福祉法人等に よ る 軽減に 対す る 補助  

（ 県の補助事業 平成24年４ 月から 実施）  

社会福祉法人等が市の認定し た 低所得者に 対し て 訪問介護， 通所介護，（ 介護予

防） 短期入所生活介護， 定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護， 夜間対応型訪問介

護， 地域密着型通所介護，（ 介護予防） 認知症対応型通所介護，（ 介護予防） 小規

模多機能型居宅介護， 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護， 看護小規模

多機能型居宅介護， 介護福祉施設サー ビ ス ， 第一号訪問事業のう ち 介護予防訪問

介護に 相当す る 事業及び 第一号通所事業のう ち 介護予防通所介護に 相当す る 事業

の利用者負担額を 軽減し た 場合， そ の社会福祉法人等に 対し て 補助を 行う 。  

対 象  者   市町 村民 税非 課税 世帯 で あ り ， 年間 収入 が単 身世 帯で 150万 円以 下

で あ る 者等， 一定の要件を 満た す 生活が困難で あ る 者  

・ 訪問サー ビ ス 等利用者負担助成（ 市単独事業  平成15年７ 月から 実施）  

市の認定し た 低所得者が，訪問入浴介護，訪問看護，訪問リ ハビ リ テ ー シ ョ ン ，

居宅療養管理指導， 通所リ ハビ リ テ ー シ ョ ン ， 短期入所療養介護及び 福祉用具貸
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与のサー ビ ス（ 以上， 介護予防を 含む 。） を 利用し た 場合， 利用者負担額を 助成す

る 。  

対 象  者   市町 村民 税非 課税 世帯 で あ り ， 年間 収入 が単 身世 帯で 150万 円以 下

で あ る 者等， 一定の要件を 満た す 生活が困難で あ る 者（ 生活保護受

給者を 除く ）  

・ 中山間地域等に お け る 利用者負担額軽減に 対す る 補助  

（ 県の補助事業 平成21年４ 月から 実施）  

中山間地域等の小規模事業所加算対象事業所（ 社会福祉法人等） が， 市の認定

し た 低所得者に 対し て ， 訪問介護サー ビ ス の利用者負担額を 軽減し た 場合， そ の

社会福祉法人等に 対し て 補助を 行う 。  

対 象 者  市町村民税非課税者（ 生活保護受給者を 除く ）  

予 算 額  令和７ 年度 6, 680千円 

③ 介 護保険料低所得者対策事業 （ 市単独事業  平成15年４ 月から 実施）  

事業内容  生計困難者に 対し ， 申請に よ り 介護保険料を 第１ 段階相当額に 減額す

る 。  

対  象  者   介 護 保 険 料 の 所 得 段 階 が 第 ２ 段 階 か ら 第 ５ 段 階 に 該 当 す る 者 で 生 活

保護基準以下の者 

(3) 鹿児島市介護保険事業計画 

「 鹿児島市介護保険事業計画」 は ， 本市の介護保険事業に 係る 保険給付の円滑な 実

施に 関 す る 計画で あ り ， 令和６ 年２ 月に 令和６ 年度から 令和８ 年度ま で の第９ 期計画

を 策定 し た 。 ま た ，「 高齢者保健福祉計画」 と 共通す る 事項が多く ， 調和を 保つ 必要が

あ る こ と から ，「 鹿児島市高齢者保健福祉・ 介護保険事業計画」 と し て 一体的に 策定し

て い る 。  

(4) 介護施設ボランティアポイント事業（一部県補助事業 令和４年４月から実施） 

目  的  市 民の介護 分野への 関心 や地域 全 体で 高齢 者を 支え る 意 識を 高め る 。 

事業内容  介護保険施設等で のボ ラ ン テ ィ ア 活動に 対し ， 換金等が可能な ポ イ ン

ト を 付与す る 。  

予 算 額  令和７ 年度 211千円 

(5) 高齢者に関する総合相談の電子依頼フォーム作成事業（市単独事業 令和７年４

月から実施） 

目  的  高齢者やそ の家族の相談依頼の利便性向上を 図る 。  

事 業 内 容   高 齢 者 の 総 合 相 談 窓 口 で あ る 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー の ホ ー ム ペ ー ジ

上に 、 相談す る た め の電子フ ォ ー ム を 作成す る 。  

予 算 額  令和７ 年度 ０ 円 

(6) 認知症オレンジシティ推進計画策定準備事業（国補助事業 令和７年４月から実

施） 

目  的  「 認知症オ レ ン ジ シ テ ィ 推進計画」 の策定に 向け 、 認知症の人と そ の

家族の意見を 反映す る 。  

事業内容  認知症の人と 家族への個別の聞き 取り 調査を 行う と と も に 、 本人ミ ー

テ ィ ン グ ・ 家族交流会を 開催す る 。  
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予 算 額  令和７ 年度 1, 757千円 

 

４ 高齢者福祉 

(1) 敬老パス交付事業（市単独事業 昭和42年９月から実施） 

目  的  高齢者に 敬老の意を 表す る と と も に ， 生き がい に 満ち た 日々を 過ご し

て い た だ く よ う ， 本市域内の市電・ バス ， 桜島フ ェ リ ー 及び「 あ い ばす 」

の全区間を 正規運賃の３ 分の１ （ 10円未満切り 捨て ） の自己負担で 利用

で き る 敬老パス を 交付す る 。  

対 象 者  本市に 居住し ， 住民登録を 有す る 70歳以上の者 

交付実績  令和６ 年度 118, 466人 

予 算 額  令和７ 年度 376, 275千円 

(2) 敬老祝事業（市単独事業 昭和32年度から実施） 

目  的  永年に わた り ， 社会に 貢献し て き た 高齢者を 祝福し ， 敬老の意を 表す

る と と も に ， さ ら な る 長寿を 祈念し て 祝金等を 支給す る 。  

敬老祝金対象者    ９ 月30日現在に お い て 満88歳で あ っ て ， ９ 月１ 日現在に お

い て 本市に 居住し ， 住民登録を 有す る 者。  

満100歳の誕生日に 本市に 居住し ，１ 年以上住民登録を 有す

る 者。  

長寿者祝金対象者   ９ 月１ 日現在に お い て ， 本市に 居住し ， １ 年以上住民登録

を 有す る 者 で ， 満 100歳 を 超 え る 男性 及び 女 性そ れ ぞ れ の 最

高齢者。  

支給状況  令和６ 年度 88歳 3, 241人 100歳及び 男女最高齢者  284人 

支 給 額  88歳 10千円  100歳 30千円 

男女最高齢者 50千円 

予 算 額  令和７ 年度 54, 690千円 

(3) 高齢者福祉バス運行事業（市単独事業 昭和60年８月から実施） 

目  的  高 齢者の教 養の向上 及び 健康増 進 のた め 高 齢者 福祉バ ス を 運行 す る 。 

対 象  者  単 位高齢者 ク ラ ブ 及 び 60歳以 上の 高齢 者20人 以上 （ 定 員45人の 場合 ）

ま た は10人以上（ 定員 27人ま た は24人の場合） を 含む 団体  

（ 定員45人： １ 台 定員27人： １ 台 定員24人： １ 台）  

利 用 料  無料 

実  績  令和６ 年度 運行回数 619回 利用人員 12, 028人 

予 算 額  令和７ 年度 35, 801千円 

※令和７ 年12月から 、 貸切バス 借上料の一部を 助成す る 補助制度を 開始し 、 高齢者  

福祉バス １ 台（ 定員27人） を 廃止予定 

(4) 愛のふれあい会食事業（市単独事業 平成３年度から実施） 

目  的  高齢者と ボ ラ ン テ ィ ア と の会食を 通じ ， 孤独感の解消， 生き がい づ く

り の促進を 図る 。  

対 象 者  65歳以上の家に 閉じ こ も り がち な 高齢者等  
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実  績  令和６ 年度 362団体 97, 240食 

利 用 料  １ 食200円 

予 算 額  令和７ 年度 56, 643千円 

(5) すこやか長寿まつり開催事業（市単独事業 平成24年度から実施） 

目   的   高 齢 者 の 社 会 参 加 や 生 き が い づ く り ・ 健 康 づ く り を 促 進 す る ス ポ ー

ツ ・ 文化のイ ベ ン ト と し て 「 す こ やか長寿ま つ り 」 を 開催す る 。  

実施事業 ○ねん り ん ス テ ー ジ （ 高齢者の演奏・ 舞踊の発表会や， 著名人を 招い た  

催し ）  

○グ ラ ウ ン ド ・ ゴ ルフ 大会  

○高齢者作品展  

予 算 額  令和７ 年度 3, 584千円 

(6) 福祉読本作成事業（市単独事業 昭和63年度から実施） 

目  的  21世紀を 支え る 世代と な る 小学校児童に ， 高齢者及び 障害者のお かれ

た 状況・ 課題等に つ い て 正し い 理解と 認識を 深め て も ら う 。  

作成部数  令和６ 年度 小学校高学年用 500部， Ｃ Ｄ 100枚， 電子ブ ッ ク  

予 算 額  令和７ 年度 438千円 

(7) 老人クラブ補助金交付事業（国の補助事業 昭和37年度から実施） 

目  的  高齢者ク ラ ブ の健全な 育成を 図る と と も に ， 老後の生活を 明る く 豊か

な も のに す る た め，単位高齢者ク ラ ブ 及び 市高齢者ク ラ ブ 連合会に 対し ，

助成を 行う 。  

結成状況  令和６ 年度 306の高齢者ク ラ ブ （ 会員  14, 990人）  

運営補助  １ ク ラ ブ あ た り 年額（ 会員数別）  

50人未満のク ラ ブ    56, 400円 

50人から 99人のク ラ ブ  66, 000円 

100人以上のク ラ ブ    78, 000円 

予 算 額  令和７ 年度 19, 132千円（ 単位高齢者ク ラ ブ 運営補助）  

10, 410千円（ 市高齢者ク ラ ブ 連合会補助）  

(8) 高齢者ゲートボール場等管理事業（市単独事業 平成15年度に３事業統合） 

目  的  高齢者の健康保持と 仲間づ く り ， 地域社会で の連帯意識の高揚を 図る

た めに 設置し て い る ゲ ー ト ボ ー ル場， レ ジ ャ ー 農園， グ ラ ウ ン ド ・ ゴ ル

フ 場を 管理す る 。  

設置基準 ・ 設置場所は地理的・ 地形的に 安全な 土地で あ る こ と 。  

・ ５ 年以上無償で 使用で き る こ と 。  

・ ゲ ー ト ボ ー ル場お お む ね374㎡以上， グ ラ ウ ン ド ・ ゴ ルフ 場お お むね  

2, 400㎡以上， レ ジ ャ ー 農園お お む ね165㎡以上。  

設置場所 ・ ゲ ー ト ボ ー ル場 

市有地４ カ 所， 民有地９ カ 所， 計13カ 所 

・ グ ラ ウ ン ド ・ ゴ ルフ 場 

国有地１ カ 所， 市有地１ カ 所， 民有地７ カ 所， 計９ カ 所 

・ レ ジ ャ ー 農園  
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市有地６ カ 所， 民有地５ カ 所， 計 11カ 所 

予 算 額  令和７ 年度 1, 135千円 

(9) すこやか入浴事業（市単独事業 平成６年度から実施） 

目  的  高齢者に 敬老の意を 表す る と と も に ， 健康増進と 生き がい づ く り の促

進のた め ，鹿児島市域の公衆浴場等を 100円の自己負担で 利用で き る す こ

やか入浴機能付き の敬老パス を 交付す る 。  

対 象 者  本市に 居住し ， 住民登録を 有す る 70歳以上の者 

利用回数  １ 人年30回以内 

利用実績  546, 914回（ 延べ回 数）  

交付実績  令和６ 年度 126, 472人 

予 算 額  令和７ 年度 167, 225千円 

(10) 高齢者すこやか温泉講座開催事業（市単独事業 令和元年度から実施） 

目  的  市内の公衆浴場に お い て ， 温泉に 関す る 講座及び 健康講座を 開催す る

と と も に ， 入浴の機会を 提供し ， 温泉がも た ら す 健康の効果を 実感し て

も ら う こ と に よ り ， 高齢者の外出を 促し ， 生き がい づ く り ・ 健康づ く り

の促進を 図る 。  

予 算 額  令和７ 年度 537千円 

(11) 地域ふれあい交流助成事業（市単独事業 平成10年度から実施） 

目  的  高齢者の生き がい づ く り を 促進し ， 小中学生及び 園児の高齢社会への

理解を 促す た め ， 地域に お け る 高齢者（ 65歳以上の方） と 小中学生及び

幼稚園等に お い て 園児と の交流を 深め る 事業を 実施す る 団体（ 町内会，

高齢者ク ラ ブ ， あ い ご 会等） に 対し て 事業に 要す る 費用の助成を 行う 。  

事業内容  最初に 交付を 受け た 年度から ３ カ 年度ま で は１ 事業４ 万円を ， ４ カ 年

度以降は１ 事業３ 万円を 限度額と し て 補助。（ 同一事業は３ 回ま で ）  

実  績  令和６ 年度 74事業 

予 算 額  令和７ 年度 2, 760千円 

(12) 高齢者福祉センター等管理運営事業（市単独事業 平成７年度から実施） 

目  的  高齢者相互のふれあ い と 交流を 図り ， 生き がい と 健康づ く り を 支援す

る 高齢者福祉セ ン タ ー 等のう ち ， 高齢者福祉セ ン タ ー の管理を 指定管理

者と し て 社会福祉法人鹿児島市社会福祉協議会に ， 喜入老人憩の家の管

理を 株式会社ナ ン ワ に ， す こ やかラ ン ド 石坂の里の管理を 公益社団法人

鹿児島市シ ルバー 人材セ ン タ ー に 行わせる 。  

 

名    称 所在地 開館時間 

オ ア シ ス ケ ア ウ ェ ルネ ス セ ン タ ー 与次郎  

（ 鹿児島市高齢者福祉セ ン タ ー 与次郎）  

与次郎一丁目10番６ 号 

午前９ 時から

午後５ 時 

オ ア シ ス ケ ア ウ ェ ルネ ス セ ン タ ー 谷山  

（ 鹿児島市高齢者福祉セ ン タ ー 谷山）  

西谷山一丁目１ 番７ 号 

オ ア シ ス ケ ア ウ ェ ルネ ス セ ン タ ー 吉野  

（ 鹿児島市高齢者福祉セ ン タ ー 吉野）  

吉野町3275番地３  
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オ ア シ ス ケ ア ウ ェ ルネ ス セ ン タ ー 桜島  

（ 鹿児島市高齢者福祉セ ン タ ー 桜島）  

桜島横山町1722番地17 

オ ア シ ス ケ ア ウ ェ ルネ ス セ ン タ ー 郡山  

（ 鹿児島市高齢者福祉セ ン タ ー 郡山）  

郡山町176番地 

オ ア シ ス ケ ア ウ ェ ルネ ス セ ン タ ー 伊敷  

（ 鹿児島市高齢者福祉セ ン タ ー 伊敷）  

下伊敷一丁目10番３ 号 

鹿児島市喜入老人憩の家 喜入中名町1000番地22 

鹿児島市す こ やかラ ン ド 石坂の里  石谷町1317番地 

オ ア シ ス ケ ア ウ ェ ルネ ス セ ン タ ー 東桜島  

（ 鹿児島市高齢者福祉セ ン タ ー 東桜島）  

東桜島町720番地 午前10時から

午後８ 時 

※令和７ 年４ 月１ 日から ネ ー ミ ン グ ラ イ ツ 導入（ オ ア シ ス ケ ア ウ ェ ルネ ス セ ン タ ー ） 

〇休 館 日  月曜日、 祝日、 12月29日から 翌年の１ 月３ 日ま で  

○使 用 料  無料（ た だ し 浴室は１ 人１ 回に つ き 100円）  

○利用対象者 本市に 居住す る 65歳以上の者（ た だ し ， 東桜島は60歳以上の者）

本市の高齢者ク ラ ブ 等 

本市に 居住す る 者で 組織す る 団体（ た だ し ， 高齢者福祉セ ン タ ー  

東桜島， 桜島， 郡山， 喜入老人憩の家， す こ やかラ ン ド 石坂の里  

の一部の施設の利用に 限る ）  

予 算 額  令和７ 年度 403, 034千円 

(13) 高齢者生きがい支援パンフレット作成事業（市単独事業 令和２年度から実施） 

目  的  高齢者の生き がい 支援施策を 集約し た パン フ レ ッ ト を 作成し ， 各施策

のさ ら な る 利用促進を 図る 。（ 隔年作成）  

予 算 額  令和７ 年度 ０ 千円 

(14) 高齢者福祉相談員設置事業（市単独事業 昭和47年度から実施） 

目   的   ひ と り 暮 ら し 高 齢 者 等 安 心 通 報 シ ス テ ム 利 用 者 等 に 対 す る 電 話 に よ

る 健康状態の確認や各種相談業務等を 行い ，高齢者の福祉の増進を 図る 。 

相 談 員  ２ 人 

実  績  令和６ 年度相談件数  23, 565件 

予 算 額  令和７ 年度 7, 634千円 

(15) 長寿窓口支援員設置事業（市単独事業 令和６年度から実施） 

目  的  長寿窓口支援員を 配置し 、 高齢者福祉に 係る 諸手続き に つ い て 、 窓口

業務の円滑化を 図る 。  

支 援 員  １ 人 

予 算 額  令和７ 年度 4, 245千円 

(16) 高齢者福祉電話設置事業（市単独事業 昭和51年１月から実施） 

目  的  ひ と り 暮ら し の高齢者等に 対し 福祉電話を 設置し ， 孤独感を 和ら げ る

と と も に 安否確認を 行い ， 生命の安全を 図る 。  

対 象 者  お お む ね65歳以上のひ と り 暮ら し 高齢者等で ， 生命の安全の確保が懸

念さ れ， 定期的な 安否確認が必要な 者   

※住民税非課税世帯で あ り ， 現に 電話が設置さ れて い な い 世帯  
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設置状況  令和６ 年度末 稼働台数70台 

予 算 額  令和７ 年度 1, 943千円 

(17) 虚弱高齢者等福祉用具給付事業（市単独事業 平成12年度から実施） 

目  的  虚弱な ひ と り 暮ら し の高齢者等に 対し て ， 寝た き り 予防等を 図る た め

介護保険給付対象外の福祉用具を 給付す る 。  

給付品目  ・ 手押し 車 ・ 電磁調理器 ・ 吸引器 

対 象 者  65歳以上の虚弱な ひ と り 暮ら し 高齢者等  

①   手押し 車は， 下肢の不自由な 者  

②   電磁調理器は， 初期の認知症な ど に よ り ， 防火等の配慮が必要な 者 

③  吸引器は， 要介護３ 以上で 必要と 認め ら れる 者  

費用負担  生計中心者の市町村民税所得割額に 応じ た 負担（ 無料～５ 割）  

実  績  令和６ 年度 手押し 車748台 電磁調理器40台 吸引器91台 

予 算 額  令和７ 年度 7, 770千円 

(18) 寝たきり高齢者等寝具洗濯サービス事業（市単独事業 昭和52年度から実施） 

目  的  寝た き り 高齢者等の保健衛生の向上及び 福祉の増進を 図る 。  

対 象 者  在宅の65歳以上， 要介護認定に お い て 要介護３ 以上と 判定さ れた 者  

実施回数  １ 人年間３ 回以内（ 申請時期に よ り 異な る ）  

実  績  令和６ 年度 延べ818人 

予 算 額  令和７ 年度 2, 856千円 

(19) 寝たきり高齢者等理髪・美容サービス事業（市単独事業 平成６年度から実施） 

目  的  寝た き り 高齢者等の保健衛生の向上及び 福祉の増進を 図る 。  

対 象 者  在宅の65歳以上， 要介護認定に お い て 要介護３ 以上と 判定さ れた 者  

実施回数  １ 人年間３ 回以内（ 申請時期に よ り 異な る ）  

実  績  令和６ 年度 延べ3, 017人 

予 算 額  令和７ 年度 8, 527千円 

(20) 紙おむつ等助成事業（市単独事業 平成12年度から実施） 

目  的  紙お む つ 等を 使用し て い る 高齢者に 対し ， 現物支給又は費用の一部を

助成す る こ と に よ り ， 高齢者の福祉及び 衛生の向上を 図る と と も に ， 経

済的負担の軽減を 図る 。  

対  象  者   在 宅 又 は 病 院 で 紙 お む つ 等 を 使 用 し て い る 65歳 以 上 の 高 齢 者 で 住 民

税非課税世帯の者（ 介護保険施設利用者， 生活保護受給者は除く ）  

助成内容 ＜在宅＞要介護４ ・ ５ の者  

年額10万円相当の紙お む つ 等支給  

そ の他の者 

年額５ 万円相当の紙お むつ 等支給  

＜入院＞ 月額４ 千円を 限度と す る 現金助成  

実  績  令和６ 年度 決 定 者 数 12, 628人（ 現 物 支 給： 9, 750人， 現 金 支 給： 2, 878人）  

予 算 額  令和７ 年度 471, 747千円 
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(21) 寝たきり高齢者等訪問歯科診療推進補助事業（市単独事業 平成８年度から実施） 

目  的  歯科診療が必要な 寝た き り の高齢者等の歯科診療を 推進す る た め ， 市

歯科医師会が訪問診療を 行う のに 必要な 機材購入費及び 運営費等に 補助

を 行う 。  

実  績  令和６ 年度 申込み件数168件 訪問件数626件 

予 算 額  令和７ 年度 3, 400千円 

(22) 老人介護手当支給事業（市単独事業 昭和61年度から実施） 

目   的   在 宅 の 寝 た き り 高 齢 者 又 は 重 度 認 知 症 高 齢 者 を 介 護 す る 者 に 介 護 手

当を 支給し ， 介護者の労を ねぎ ら う と と も に ， 寝た き り 高齢者等の福祉

の増進を 図る 。  

対 象 者  本市に １ 年以上住所を 有す る 者で ， 寝た き り 高齢者又は重度認知症高

齢者を 現に 扶養し ， 同居又はこ れに 準ず る 状態で ６ カ 月以上介護し て い

る 者 

① 寝た き り 高齢者   65歳以上の者で ， 在宅に お い て ６ カ 月以上常時

他の者の介護を 必要と す る 者（ 要介護認定に お い

て 要介護３ 以上）  

② 重度認知症高齢者  65歳以上の者で ， 認知症状に よ り 在宅に お い て

６ カ 月以上常時他の者の介護を 必要と す る 者（ 要

介護認定に お い て 要介護３ 以上）  

①・ ②と も に 本市に １ 年以上住所を 有す る 者で あ る こ と 及び 在宅で な

い 期間が31日を 超え な い こ と 。  

資格認定日 毎年度８ 月１ 日及び ２ 月１ 日  

手当の額  １ 人年額 90, 000円 

45, 000円 （ 国の特別障害者手当又は経過的福祉手当の受給者） 

実  績  令和６ 年度 寝た き り 高齢者等 1, 503人 

国の手当受給者  222人 

予 算 額  令和７ 年度 161, 375千円 

(23) ひとり暮らし高齢者等安心通報システム設置事業（市単独事業 平成25年度か

ら実施） 

目  的  ひ と り 暮ら し 高齢者等の世帯で ， 急病な ど の緊急時に ボ タ ン を 押し た

と き や見守り セ ン サー が異常を 感知し た と き に ， 警備員が駆け つ け る 通

報シ ス テ ム を 設置す る 。  

対 象 者 ① 65歳以上のひ と り 暮ら し 高齢者又は高齢者のみの世帯で ， 世帯全員

が病弱な た め ， 日常生活を 営むう え で 常時注意を 要す る 世帯  

② 65歳以上の高齢者のみの世帯で ， 同居す る １ 人が重度の要介護状態

に あ る 世帯 

③ 80歳以上のひ と り 暮ら し 高齢者世帯  

実  績  令和６ 年度末 稼動台数 1, 469台 

予 算 額  令和７ 年度 95, 617千円 

(24) 心をつなぐ訪問給食事業（市単独事業 平成５年度から実施） 

目   的   ひ と り 暮 ら し の 高 齢 者 等 に 計 画 的 に 配 食 を 提 供 し 安 否 確 認 を 行 う こ
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と に よ り ， 高齢者の健康で 自立し た 生活の支援及び 孤独感の解消を 図る

と と も に ， 配食に 従事す る 者と のふれあ い を 通じ て ， 自立意欲を 促進す

る 。  

対 象  者  定 期的に 安 否確 認を 必要 と す る 65歳以 上 のひ と り 暮ら し の高 齢 者で ，

食生活の手助け を 必要と す る 者。（ 高齢者のみの世帯で ， 世帯全員が要支

援以上の世帯な ど を 含む ）  

配食回数  要支援２ 以上  昼 食 週６ 回以内 

夕食 週６ 回（ 昼食を ６ 回受け る 者等）  

要支援１ 以下  昼食 週３ 回以内  

利 用 料  昼・ 夕食と も １ 食 400円 

（ 住民税非課税世帯に 属す る 者及び 生活保護受給者は１ 食 200円） 

実  績  令和６ 年度 利用者 2, 199人 延べ 419, 609食 

予 算 額  令和７ 年度 291, 585千円 

(25) 高齢者住宅改造費助成事業（市単独事業 平成９年度から実施） 

目  的  在宅の高齢者がい る 世帯に 対し ， 住宅改造に 必要な 経費を 助成し ， 高

齢者の自立促進， 寝た き り 防止及び 介護者の負担軽減を 図る 。  

対 象 者  要介護認定で 要支援以上と 認定さ れた 者又はそ の同居者で ， 同居者全  

員の前年課税所得の合計額が330万円以下で あ り ， 納付す べき 市税の滞納  

がな い 世帯 

対 象 工 事  既存の居室， 浴室， 台所， 廊下等の設備構造等を 高齢者等に 適応す る  

よ う に 改造す る た め の工事※新築・ 増築は対象外 

助 成 額  対象経費の２ 分の１ （ 限度額50万円）  

実  績  令和６ 年度 53件 

予 算 額  令和７ 年度 27, 904千円 

(26) 成年後見制度利用促進事業（市単独事業（一部国補助あり） 平成30年度から実

施） 

目  的  認知症や知的・ 精神障害な ど に よ り 成年後見人等に よ る 支援が必要な

方を 適切に 成年後見制度の利用に つ な げ る た め， 成年後見セ ン タ ー を 設

置・ 運営し ， 制度の利用促進を 図る 。  

予 算 額  令和７ 年度 31, 563千円 

(27) 高齢者短期入所事業（市単独事業 平成12年度から実施） 

目   的   被 虐 待 高 齢 者 や 認 知 症 等 に よ る 徘 徊 高 齢 者 等 を 一 時 的 に 養 護 老 人 ホ

ー ム等に 入所さ せて 保護す る 。  

対 象 者  本市に 住所を 有し ， 要介護認定又は要支援認定を 受け て い な い 概ね 65

歳以上の者で ， 虐待を 受け 又は受け て い る 疑い があ り 養護者と 分離す る

必要があ る 者 等 

利用期間  原則７ 日以内  

費用負担  施設利用料， 食費， そ の他実費  

予 算 額  令和７ 年度 174千円 
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(28) 高齢者虐待防止ネットワーク推進事業（市単独事業 平成20年度から実施） 

目  的  地域包括支援セ ン タ ー ， 民生委員等の関係機関で 構成す る 高齢者虐待

防止ネ ッ ト ワ ー ク 協議会を 中心に ，高齢者虐待の防止や早期発見に 努め，

高齢者や養護者への支援を 行う と と も に ， 関係機関の連携体制の強化を

図る 。  

事業内容 ① 高齢者虐待防止ネ ッ ト ワ ー ク 協議会の運営  

② 高齢者虐待対応  

③ 高齢者虐待対応研修会の開催  

予 算 額  令和７ 年度 231千円 

(29) 軽費老人ホーム谷山荘（Ｂ型）（市単独事業 昭和51年度から実施） 

目  的  低額な 料金で 高齢者に 居室を 提供し ， 併せて 日常生活上必要な 便宜を

供与す る 。  

対 象 者 ① 本市に 住所があ る 60歳以上の者 

② 家庭環境， 住宅事情等の理由に よ り ， 居宅に お い て 生活す る こ と が

困難な 者 

③ 自炊がで き る 程度以上の健康状態に あ る 者  

④ 収入が使用料の3. 5倍以上あ る 者 

⑤ 所得税を 課せら れて い な い 者  

※利用許可を 受け た 者と と も に 利用し よ う と す る 配偶者， 三親等内の親

族 そ の 他 特 別 な 事 情 に よ り ホ ー ム を 利 用 さ せ る こ と が 必 要 と 認 め ら

れる 者に つ い て は①， ④に 該当し な く て も 利用で き る 。  

使 用 料  １ 人用居室 月額 11, 000円  ２ 人用居室 月額 15, 400円 

指定管理者 社会福祉法人 鹿児島市社会事業協会  

 

名   称  所 在 地 定 員 職員数 敷地面積 建物面積 設立年月日 

鹿児島市軽費 

老人ホーム谷山荘 

谷山中央１ 丁目 

5027－３  
38人 ３ 人 1, 830㎡ 1, 510㎡ 昭51. ４ . １  

予 算 額  令和７ 年度 32, 380千円 

(30) 軽費老人ホーム（ケアハウス）事務費補助事業 

（市単独事業 平成８年度から実施） 

目  的  軽費老人ホ ー ム の運営費に 係る 事務費に つ い て 補助を 行い ， 家庭環境，

住宅事情等の理由に よ り 居宅に お い て 生活す る こ と が困難な 高齢者の入

居を 促進す る 。  

補助内容  事務費基準額から ， 入所者が収入に 応じ て 負担す る 額を 差し 引い た 額

に つ い て 補助す る 。  

予 算 額  令和７ 年度 345, 677千円 

(31) 高齢者福祉施設管理基金の設置（平成５年度から積み立て） 

目   的   本 市 の 高 齢 者 福 祉 施 設 の 管 理 運 営 に 要 す る 経 費 に 充 て る こ と を 目 的

と し て「 高齢者福祉施設管理基金」 を 設置し ，高齢者福祉の増進を 図る 。  

事 業 概 要   基 金 運 用 か ら 生 じ る 利 息 を 高 齢 者 福 祉 セ ン タ ー の 管 理 運 営 経 費 の 財

源と し て 充当す る 。  
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基金総額  令和６ 年度末 4, 824, 523千円 

(32) 養護老人ホームへの入所措置（国の制度 昭和25年度から実施） 

目   的   原 則 65歳 以 上 の 者 で 環 境 上 の 理 由 等 に よ り 居 宅 に お い て 養 護 を 受 け

る こ と が困難な 者を 養護老人ホ ー ム に 入所さ せる こ と に よ り ， 心身の健

康保持及び 生活の安定を 図る 。  

対 象  者   原 則65歳以上の 者で 環境 上及 び 経済 的 理由 に よ り 居 宅に お い て 養護

を 受け る こ と が困難な 者 

入所施設  市内施設 ２ 施設 定員110人 

予 算 額  令和７ 年度 266, 573千円 

(33) 後期高齢者医療制度（国の制度 平成20年度制度開始） 

対 象 者  75歳以上の者及び 65歳から 74歳で 一定の障害のあ る 者  

医療費の自己負担 １ 割， ２ 割又は３ 割 

保 険 料  鹿児島県後期高齢者医療広域連合で 決定し ， 保険料率は県内一律。  

保険料（ 年額） ＝均等割額（ 59, 900円） ＋所得割額｛（ 総所得金額等－

基礎控除額） ×所得割率（ 11. 72％）｝  

所得に 応じ て ， 均等割額の軽減措置があ る 。  

保険料の納め方 特別徴収（ 年金から 控除） と 普通徴収（ 金融機関の窓口等で の納

付又は口座振替， 納期は７ 月から 翌年３ 月ま で の９ 期）  

保健事業  後期高齢者医療制度の被保険者を 対象と し た 長寿健診の実施  

そ  の 他  後期高齢者医療制度の被保険者を 対象に ， 本市独自の事業と し て ， は

り ・ き ゅ う 施設利用補助（ 施術１ 回に つ き 1, 100円， 年60回以内）， 人間

ド ッ ク 及び 脳ド ッ ク の利用補助を 行う 。  

予 算 額  令和７ 年度 10, 957, 200千円（ 特別会計）  

(34) 鹿児島市高齢者保健福祉計画 

「 鹿児島市高齢者保健福祉計画」 は， 老人居宅生活支援事業及び 老人福祉施設に よ

る 事業 の供給体制の確保に 関す る 計画で あ り ， 令和６ 年２ 月に 令和６ 年度から 令和８

年度ま で の計画を 策定し た 。 ま た ，「 介護保険事業計画」 と 共通す る 事項が多く ， 調 和

を 保つ 必要があ る こ と から ，「 鹿児島市高齢者保健福祉・ 介護保険事業計画」 と し て 一

体的に 策定し て い る 。  

(35) 吉田福祉センター管理運営事業（市単独事業 平成16年11月から実施） 

目  的  地域住民の福祉の増進及び 福祉意識の高揚を 図る た め ， 吉田福祉セ ン

タ ー の管理を 平成18年４ 月から 指定管理者と し て 社会福祉法人鹿児島市

社会福祉協議会に 行わせて い る 。  

開館時間  午前９ 時～午後５ 時  

休 館 日  月曜日， 祝日， 12月29日から 翌年の１ 月３ 日ま で  

所 在 地  本城町1687番地２  

予 算 額  令和７ 年度 17, 135千円 

(36) 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業（令和３年度から実施） 

目  的  高齢者の心身の多様な 課題に 対応し ， き め 細かな 支援を 実施す る た め ，
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医療・ 介護・ 健診デ ー タ 分析に よ り ， 地域の健康課題の把握や支援対象

者の抽出を 行う と と も に ， 事業全体の企画・ 調整な ど を 行う 。  

事業内容 ① 事業の企画・ 調整  

②   Ｋ Ｄ Ｂ （ 国保デ ー タ ベ ー ス ） シ ス テ ム 等を 活用し た 地域の健康課題  

 の分析及び 対象者の把握 

③ 医療関係団体等と の連絡調整  

予 算 額  令和７ 年度 2, 536千円 

(37) 介護老人福祉施設等整備費補助事業（平成８年度から実施） 

目  的  計画的かつ 質の高い 施設の整備を 推進し ， 施設入所者等の福祉の向上

を 図る た め ， 特別養護老人ホ ー ム 等の老人福祉施設を 設置す る 社会福祉

法人等に 対し ， 施設整備費の一部を 補助す る 。  

予 算 額  令和７ 年度 134, 794千円 

(38) 介護人材確保支援事業（市単独事業 令和６年度から実施） 

目  的  介護人材確保を 支援す る た め ， 関係団体等と 連携し ， 合同就職説明会

や介護職場の魅力発信等に モ デ ル的に 取り 組む。  

事業内容  ① 合同就職説明会  

② 介護事業者経営力強化研修  

③ 職場体験（ 学校で の講話）  

予 算 額  令和７ 年度 2, 090千円 

５ 障害者福祉 

(1) 身体障害者手帳の交付状況 

（ 令和７ . ４ . １ 現在）  

交付者数 

（ 全人口約4. 97％）  

障  害  別   人   員  

 18歳以上 18歳未満 

年
齢 

18歳以上 28, 508人 

視 覚 障 害 1, 925人 14人 

聴 覚 障 害 2, 952人 79人 

内 部 障 害 9, 323人 103人 

18歳未満 523人 

言語機能障害 226人 3人 

肢体不自由  14, 082人 324人 

計 28, 508人 523人 

 (2) 友愛パス交付事業（市単独事業 昭和46年度から実施） 

目  的  障害者（ 児） が， 市電， バス 等を 利用す る 場合に ， 無料で 利用で き る

パス カ ー ド を 交付す る こ と に よ り ， 生活の利便性の向上及び 社会参加の

促進を 図る 。  

対 象 者  本市に 居住し ， 住民登録を 有す る ６ 歳以上の障害者等で 身体障害者手

帳（ １ 級～４ 級） の交付を 受け て い る 者（ た だ し ， ４ 級に つ い て は 65歳

以上）， 療育手帳の交付を 受け て い る 者， 原爆被爆者諸手当の受給者及び

精神障害者保健福祉手帳の交付を 受け て い る 者  
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交付状況 

友愛パス  

交付者数 

年  度 令和４  令和５  令和６  

身体障害者 9, 569人 9, 570人 9, 627人 

原爆被爆者 90人 84人 80人 

知的障害者 3, 758人 3, 979人 4, 203人 

精神障害者 6, 461人 6, 868人 7, 367人 

予 算 額  令和７ 年度 343, 057千円 

(3) 友愛タクシー券交付事業（市単独事業 平成４年度から実施） 

目  的  重度障害者（ 児） が， タ ク シ ー を 利用す る 場合に ， そ の運賃の一部を

補助す る こ と に よ り ， 生活の利便性の向上及び 社会参加の促進を 図る 。  

対 象 者  本市に 居住し ， 住民登録を 有す る 者のう ち ， 身体障害者手帳の交付を

受け て い る 者で ， 障害の程度が視覚の１ 級 又は２ 級の者， 下肢の１ 級か

ら ４ 級ま で の者（ た だ し ４ 級に つ い て は 65歳以上）， 体幹の１ 級から ３ 級

ま で の者並び に 内部障害の１ 級の者， 療育手帳の交付を 受け て い る 者で

障害の程度がＡ １ ， Ａ ２ 又はＡ の者， 精神障害者保健福祉手帳の交付を

受け て い る 者で 障害の程度が１ 級の者  

交付状況  9, 180人（ 令和６ 年度）  

身体障害者 8, 429人 知的障害者 685人 精神障害者 66人 

予 算 額  令和７ 年度 81, 109千円 

(4) ろうあ者福祉相談員設置事業（市単独事業 昭和43年10月７日から実施） 

目  的  市内に 居住す る ろ う あ 者の各種行政手続， 一般生活相談等に 応じ ， 広

く 便宜を 供与し ， 福祉の向上を 図る 。  

対 象 者   ろ う あ 者及び ろ う あ 者と の問題で 意思の疎通や理解を 深める 必要のあ

る 者 

相 談 員  １ 人 

相談件数  816件（ 令和６ 年度）  

予 算 額  令和７ 年度 3, 707千円 

(5) 相談等業務委託事業（市単独事業 平成８年度から実施） 

目  的  身体障害者， 知的障害者本人又はそ の保護者等から の相談に 応じ ， 必

要な 指導や助言等を 行う こ と に よ り ， 障害者福祉の増進を 図る 。  

① 身体障害者相談員  

身体障害者のう ち から 適当と 認め ら れる 者に 対し ， 身体に 障害のあ

る 者の相談に 応じ る 業務を 委託し て ， 身体障害者から の更生援護の相

談に 応じ 必要な 指導を 行う 。  

相談員数 40人 

② 知的障害者相談員  

知 的 障 害 者 の 保 護 者 で あ る 者 の う ち か ら 適 当 と 認 め ら れ る 者 に 対

し ， 知的障害者本人又は保護者等から の相談に 応じ る 業務を 委託し て ，

知的障害者の更生援護に 関す る 必要な 指導， 助言を 行う 。  

相談員数 ９ 人 

予 算 額  令和７ 年度 1, 201千円 
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(6) 障害福祉サービス給付事業（国の制度 平成18年度から事業を一本化） 

目  的  障害者（ 児） に 居宅介護， 生活介護な ど の障害福祉サー ビ ス 等を 提供

す る 。  

事業内容  日常生活に 必要な 支援を 受け ら れる 「 介護給付」 と ， 自立し た 生活に

必要な 知識や技術を 身に つ け る 「 訓練等給付」 等があ り ， 家庭な ど で 利

用で き る「 訪問系サー ビ ス 」， 入所施設な ど で 昼間に 利用で き る「 日中活

動系サー ビ ス 」， 居住の場と し て 利用で き る「 居住系サー ビ ス 」 等に 分け

ら れる 。  

① 訪問系サー ビ ス  

居宅介護（ ホ ー ム ヘ ルプ ）， 重度訪問介護， 同行援護， 重度障害者等

包括支援， 行動援護  

② 日中活動系サー ビ ス  

生活介護， 療養介護， 自立訓練（ 機能訓練・ 生活訓練）， 就労移行支

援， 就労継続支援（ Ａ 型・ Ｂ 型）， 就労選択支援( 令和7年10月開始)  

③ 居住系サー ビ ス  

施設入所支援， 共同生活援助（ グ ルー プ ホ ー ム）  

④ そ の他サー ビ ス  

短期入所（ シ ョ ー ト ス テ イ ）， 就労定着支援， 自立生活援助  

⑤ 地域相談支援給付（ 地域移行支援， 地域定着支援）  

⑥ 計画相談支援給付（ サー ビ ス 等利用計画）  

利用者負担 原則， 所得に 応じ た ４ 区分の上限月額（ た だ し ， 利用し た サー ビ ス 費

用の１ 割の方が低い 場合は， １ 割）  

予 算 額  令和７ 年度 20, 850, 701千円 

(7) 障害福祉サービス利用者負担軽減事業（市単独事業 平成18年度から実施） 

目  的  市独自の利用者負担軽減を 図り ， 利用を 促進す る た め ， 利用者負担額

を ２ 分の１ と す る 。  

事業 内容   障 害福祉サ ー ビ ス の 利用 に つ い て ， 利用 者 負担 額を ２ 分 の１ と す る 。 

予 算 額  令和７ 年度 30, 402千円 

(8) 障害児通所等支援事業（国の制度 平成18年度から実施 平成24年度から児童デ

イサービスが移行し，サービスを拡充して実施） 

目  的  障害児に 対す る 療育と し て ， 児童発達支援や放課後等デ イ サー ビ ス 等

を 実施し ， 日常生活に お け る 基本的な 動作の指導， 生活能力の向上のた

め に 必要な 訓練等を 行う 。  

事業 内容   在 宅の障害 児に 対し て ， 障害児 通 所支援 事 業所 や保育 所 等に お い て ，

日常生活に お け る 基本動作の指導， 集団生活への適応訓練及び 生活能力

の向上のた めに 必要な 訓練等の支援を 行う た め， 以下のサー ビ ス 利用を

支援す る 。  

① 障害児通所支援  

児童発達支援， 放課後等デ イ サー ビ ス ， 保育所等訪問支援，  

居宅訪問型児童発達支援 

② 障害児相談支援給付（ 障害児支援利用計画）  

利用者負担 原則， 所得に 応じ た ４ 区分の上限月額（ た だ し ， 利用し た サー ビ ス 費



- 206 - 

用の１ 割の方が低い 場合は１ 割）  

予 算 額  令和７ 年度 13, 803, 527千円 

(9) 障害児通所支援利用者負担軽減事業（市単独事業 平成19年度から実施） 

（ ※平成23年度ま で は「 児童デ イ サー ビ ス 利用者負担軽減事業」）  

目  的  障害児通所支援の利用に つ い て 、 利用者負担額を 助成す る 。  

事業内容  児童発達支援等に つ い て は、 利用者負担額を 全額助成し 、 放課後等デ

イ サー ビ ス に つ い て は、令和 7年10月から 利用者負担額の２ 分の１ を 助成

す る 。  

予 算 額  令和７ 年度 227, 361千円 

(10) 補装具費支給事業（国の制度 昭和25年度から実施） 

目  的  身体障害者（ 児） の失われた 身体機能や損傷のあ る 身体機能を 補う た

め の用具（ 補装具） を 購入， 修理す る た め の費用を 支給し ， 身体障害者

（ 児） の日常生活や社会生活の向上を 図る 。  

交付（ 修理） 件数 

年 度 

種 別 
令和４  令和５  令和６  

補 装 具 交 付 904 958 881 

補 装 具 修 理 527 505 489 

計 1, 431 1, 463 1, 370 

予 算 額  令和７ 年度 150, 706千円 

(11) 障害児補装具費利用者負担軽減事業（市単独事業 平成19年度から実施） 

目  的  障害児の補装具費の支給に つ い て ， 利用者負担の軽減を 図る 。  

事業内容  障害児の補装具費の支給に 際し ， 当該支給に 係る 利用者負担額を ２ 分

の１ と す る 。  

予 算 額  令和７ 年度 1, 239千円 

(12) 難聴児補聴器購入助成事業（市単独事業 平成25年度から実施） 

目  的  補聴器の装用に よ る 言語の習得， コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 能力の発達及び

教育上必要な 聴力の確保を 図る 。  

事 業 内 容   18歳 未 満 で 身 体 障 害 者 手 帳 の 交 付 対 象 と な ら な い 難 聴 児 の 補 聴 器 購

入， 修理に 要す る 費用の一部を 助成す る 。  

予 算 額  令和７ 年度 1, 636千円 

(13) 日常生活用具給付事業（国の制度 昭和47年度から実施） 

目  的  在宅の重度障害者が日常生活を 営む上で の不便を 解消す る た めに ， 用

具を 給付す る こ と に よ り ，日常生活の利便を 図り ，福祉の増進に 資す る 。  

対 象 者  在宅の重度障害者（ 品目に よ り 障害種別・ 等級は異な る ）  

給付件数 

年   度 令和４  令和５  令和６  

件 数 12, 619 12, 680 12, 933 

予 算 額  令和７ 年度 141, 971千円 
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(14) 社会参加促進事業（国の制度 一部単独事業） 

目  的  共生社会の実現に 向け て ， 障害者の自立と 社会参加の促進を 図る 。  

内  容 ① 手話講座の実施（ 昭和57年度から 実施）  

市民を 対象に 各ク ラ ス ご と に 手話講座を 実施  

（ 入門： 95人， 基礎： 75人， 手話通訳者養成： 75人）  

② 手話通訳者の設置（ 昭和53年度から 実施）  

本庁及び 各支所に 手話通訳者を 設置  

③ 手話通訳者等派遣事業（ 平成14年度から 実施）  

聴覚障害者及び 音声機能又は言語機能に 障害があ る 者に 対し ， 申請

に 応じ て ， 手話通訳者及び 要約筆記者を 派遣す る こ と に よ り ， 障害者

の自立と 社会参加の促進を 図る 。  

④ 自動車改造費助成（ 昭和53年度から 実施）  

身体障害者が自ら 使用す る 自動車の改造に 要す る 経費を 助成（ 限度

額10万円， 所得要件あ り ）  

⑤ 自動車運転免許取得費助成（ 平成10年度から 実施）  

身 体 障 害 者 が 自 動 車 運 転 免 許 を 取 得 す る た め の 経 費 の 一 部 を 助 成

（ 限度額10万円）  

⑥ ス ポ ー ツ 大会の開催（ 昭和42年度から 実施）  

身体障害者体育大会， 知的障害者ス ポ ー ツ 大会  

⑦ １ 日レ ク リ エ ー シ ョ ン （ 市単独事業  昭和47年度から 実施）  

⑧ レ ク リ エ ー シ ョ ン 教室開催（ 平成８ 年度から 実施）  

⑨ ボ ラ ン テ ィ ア 活動参加促進（ 平成８ 年度から 実施）  

知的障害者が行う ボ ラ ン テ ィ ア 活動を 支援  

⑩ 要約筆記講座の実施（ 平成26年度から 実施）  

市民を 対象に 要約筆記講座を 実施（ 20人）  

⑪ 盲ろ う 者向け 通訳・ 介助員派遣事業（ 平成 26年度から 実施）  

視覚機能と 聴覚機能に 障害を 併せ持つ 重度重複障害者に 対し ， 申請

に 応じ て ， 盲ろ う 者向け 通訳・ 介助員を 派遣す る こ と に よ り ， 障害者

の自立と 社会参加の促進を 図る 。  

⑫ 手話通訳者確保推進事業（ 令和６ 年度から 実施）  

資 格取 得の 難 易度 の高 い 手 話通 訳者 を 増 やす た め ， 講座 を 開 催 し ，

ろ う 者の社会参加の促進を 図る 。  
⑬ 盲ろ う 者向け 通訳・ 介助員養成研修事業（ 令和６ 年度から 隔年実施）  

盲ろ う 者向け 通訳・ 介助員を 養成し ， 盲ろ う 者の自立と 社会参加の

促進を 図る 。  

予 算 額  令和７ 年度 60, 963千円 

(15) 手話言語・障害者コミュニケーション条例（令和６年４月１日施行） 

目  的  障 害者への 理解促進 の気 運を 醸成 し ， 障害 者の 生活課 題 等の解 消 と ，

意思疎通支援の充実に よ る 共生社会の実現を 目指す 。  

概  要  手話言語・ 障害者コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 条例に 基づ き 、 パン フ レ ッ ト に

よ る 周知等を 図る 。  
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(16) 重度身体障害者ガソリン代等助成事業（市単独事業 平成８年度から実施） 

目  的  重度身体障害者で ， 自ら 自動車を 運転す る こ と に よ り 社会参加が可能

で ， かつ ， 低所得の方に 対し 自動車の燃料費の一部を 助成す る こ と に よ

り ， 社会参加を 容易に し 自立を 促進す る 。  

助 成 額 ① ガ ソ リ ン 車 １ リ ッ ト ル当た り 40円 年180リ ッ ト ル以内 

② 軽油車   １ リ ッ ト ル当た り 18円 年180リ ッ ト ル以内 

助成人員  令和６ 年度 51人 

予 算 額  令和７ 年度 349千円 

(17) ゆうあい福祉バス運行事業（平成９年度から実施 令和２年４月から地域生活

支援事業に移行） 

目  的  障害者団体等から の要請に 応じ て ， リ フ ト 付 き バス を 運行し ， 障害者

の各種研修会， 講演会， ス ポ ー ツ ， レ ク リ エ ー シ ョ ン 等への参加を 容易

に す る こ と に よ っ て ， 障害者の社会参加の促進を 図る 。  

事業内容  リ フ ト 付バス  １ 台（ 定員24人）  

運行範囲 鹿児島県内（ 離島を 除く ）  

利用日・ 時間 12月29日から 翌年の１ 月３ 日ま で を 除く 日  

午前９ 時30分～午後４ 時30分 

実  績  令和６ 年度 運行回数 184回，  利用人員 延べ6, 668人 

予 算 額  令和７ 年度 7, 770千円 

(18) 鹿児島県福祉のまちづくり条例関係事務（県移譲事務 平成12年度から実施） 

概  要  「 鹿児島県福祉のま ち づ く り 条例」 に 基づ き ， 障害者等に 配慮し た 生

活環境の整備並び に ま ち づ く り を 推進す る た め， 不特定多数の者の利用

に 供す る 施設のう ち ， 障害者等が安全かつ 快適に 利用で き る よ う に す る

た めの整備を 促進す る こ と が特に 必要な 施設の新築等の内容に つ い て の

届出を 受理す る 。 ま た ， 整備基準に 適合し て い る こ と を 証す る 証票の交

付の請求に よ り ， 適合し て い る も のに 対し 交付す る 。  

な お ， 平成９ 年度に 施行し た 「 鹿児島市福祉環境整備指針」 は県条例

の適用を 受け な い 小規模の対象建築物に つ い て 協議等を 行っ て い る 。  

(19) 訪問入浴事業（国の制度 昭和49年度から実施） 

目   的   自 力 及 び 家 族 の 介 助 で 入 浴 が 困 難 な 重 度 身 体 障 害 者 等 の 家 庭 に 移 動

浴槽車を 派遣し ， 重度身体障害者等の保健衛生の向上並び に 家族の身体

的及び 精神的な 負担の軽減を 図る 。  

対 象 者  65歳未満の身体障害者手帳１ ・ ２ 級ま た は知能指数 35以下で ， 寝た き

り の状態に あ り ， 家族の介助だ け で は入浴す る こ と がで き な い 者  

利用回数  １ 人１ カ 月６ 回以内 

実  績  令和６ 年度 延べ2, 966回 

予 算 額  令和７ 年度 40, 434千円 

(20) ゆうあい訪問給食事業（市単独事業 平成12年度から実施） 

目  的  65歳未満の 独居障害 者世 帯等 を 訪 問し て 食 事を 提供 す る こ と に よ り ，

栄養及び 献立等の面で 単調に な り がち な 食生活を 改善し ， 障害者の健康
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で 自立し た 生活の支援及び 孤独感の解消を 図る 。 な お ， 昼食に 加え て ，

平成16年７ 月から 夕食の配食を 実施し て い る 。  

対 象 者  独居重度身体障害者（ １ ・ ２ 級） 及び 重度身体障害者だ け の世帯の者

で 食事の調理が困難な 者 

利用回数  昼食 週６ 回以内 

夕食 昼食を 週６ 回受け て い る 者のう ち 希望者は週６ 回  

利用者負担 １ 食400円（ 住民税非課税世帯， 生活保護受給者は１ 食 200円）  

登録者数  404人（ 令和６ 年度末）  

予 算 額  令和７ 年度 43, 957千円 

(21) 移動支援事業（国の制度 平成18年度から実施） 

目  的  屋外で の移動が困難な 障害者（ 児） に 外出時の支援を 行う こ と に よ り ，

社会参加と 自立を 促す 。  

対 象 者  身体障害者 身体障害者手帳の第１ 種の所持者  

知的障害者 療育手帳の所持者  

精神障害者 精神障害者保健福祉手帳所持者で 障害支援区分が１ 以上，

かつ「 行動援護お よ び 重度障害者等包括支援の判定基準表」

に お い て ５ 点以上の者  

難病患者等 外出に 支援が必要で あ る と 認め ら れる 者  

そ  の  他  65歳 到 達 前 の 過 去 ５ 年 間 継 続 し て 援 助 支 援 の 決 定 を 受

け て い た 者 

事業内容 ① 場所の移動のた め に 必要と な る 支援  

② 目的地に お け る 行動支援 

利用時間  基本 15時間／月 

個別事情に 応じ ， 期限を 定め て 必要時間を 追加  

利 用 料  １ 時間あ た り  身体介護を 伴う    200円 

身体介護を 伴わな い   75円 

市町村民税非課税世帯及び 生活保護世帯は無料  

予 算 額  令和７ 年度 297, 956千円 

(22) 日中一時支援事業（国の制度 平成18年度から実施） 

目  的  介護者の生活支援及び 障害者（ 児） の日中活動の場を 確保す る こ と に

よ り ， 障害者（ 児） 及び 家族の安定し た 生活を 保障す る 。  

対 象 者  障害福祉サー ビ ス の「 短期入所」 の支給決定を 受け て い る 障害者及び

障害児 

事業内容  障害者（ 児） を 介護す る 者が， 疾病等の理由に よ り 居宅に お け る 介護

がで き な い 場合に ， 一時的に 施設に 預け ， 必要な 保護を 行う 日帰り シ ョ

ー ト ス テ イ  

利用時間  基本 30時間／月 

個別事情に 応じ ， 期限を 定め て 必要時間を 追加  

利 用 料  １ 時間あ た り 30円（ 医療型 １ 時間あ た り 40円）  

市町村民税非課税世帯及び 生活保護世帯は無料  

予 算 額  令和７ 年度 33, 545千円 
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(23) 地域活動支援センター事業（国の制度 平成18年度から実施） 

目  的  在 宅の障害 者に 創作 的活 動や生 産 活動の 機 会を 提供 す る こ と に よ り ，

自立と 社会と の交流を 促進す る 。  

対 象 者  在宅の障害者  

事業内容  社会適応訓練， 創作活動， 生産活動等  

利 用 料  無料 

委託施設  ゆ う あ い 館， た ん ぽぽ， と ん ぼ， かけ はし ， ひ だ ま り ， サポ ー ト やす

ら ぎ ， ク リ ン カ ハウ ス ， ド リ ー ム ， さ を り 工房う え ～ぶ， き ず な 館， 結

い 愛の郷 

予 算 額  令和７ 年度 154, 365千円 

(24) 更生訓練費支給事業（国の制度 平成18年度から実施） 

目  的  更生訓練費を 支給し ， 社会復帰の促進を 図る 。  

事 業 内 容   就 労 移 行 支 援 又 は 自 立 訓 練 を 利 用 し て い る 障 害 者 に 更 生 訓 練 費 を 支

給す る 。  

予 算 額  令和７ 年度 7, 885千円 

(25) 福祉ホーム事業（国の制度 平成10年度から実施 平成18年10月から障害者自

立支援法による地域生活支援事業へ移行） 

目  的  日常生活に 支障のあ る 障害者に 対し ， 低額な 料金で 日常生活に 適す る

よ う な 居室そ の他の設備を 利用さ せる と と も に ， 日常生活に 必要な 便宜

を 供与す る 福祉ホ ー ム を 運営す る 社会福祉法人に 運営費の一部を 助成し ，

障害者の福祉の増進を 図る 。  

対象施設  自立ホ ー ムゆ め の里     川上町680-3  定員11人 

福祉ホ ー ム む ぎ のめ の里   川上町1862－1 定員10人 

こ かげ の里        川上町685－12 定員14人 

福祉ホ ー ム つ わぶき ハウ ス  犬迫町8032－2 定員８ 人 

予 算 額  令和７ 年度 9, 801千円 

(26) 身体障害者福祉電話設置事業（市単独事業 平成５年度から実施） 

目  的  在宅の重度身体障害者に 対し 福祉電話を 貸与す る こ と に よ り ， 難聴者

又は外出困難な 重度身体障害者のコ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 及び 緊急連絡の手

段の確保を 図る と と も に ， 電話に よ る 安否の確認や， 各種相談に 応じ ，

も っ て 重度身体障害者の福祉の増進を 図る 。  

対 象 者  難聴者又は外出困難な 重度身体障害者で ， 身体障害者手帳の等級が２

級以上の者 

設置状況  令和６ 年度 累計 32台 ※新規受付は令和６ 年度末で 終了  

予 算 額  令和７ 年度 772千円 

(27) ひとり暮らし障害者等安心通報システム設置事業（市単独事業 平成25年度か

ら実施） 

（ ※24年度ま で は「 身体障害者在宅介護支援シ ス テ ム 設置事業」）  

目  的  緊急通報シ ス テ ム を 設置す る こ と に よ り ， 急病な ど 緊急時に お け る 不

安を 解消す る と と も に 生活の安全を 確保し ， 住み慣れた 地域で 安心し て
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暮ら し て い け る よ う 支援す る 。  

事 業 概 要   障 害 者 が 緊 急 通 報 装 置 本 体 ま た は ペ ン ダ ン ト の ボ タ ン を 押 し た 場 合

やセ ン サー 等に よ り 異常を 感知し た 場合に ， 市が委託し た 事業者（ 警備

会社） が通報を 受信し ， 利用者宅へ電話を かけ 状況確認を 行う 。 利用者

が電話を 受け る こ と がで き な い 場合に は， 鍵を 預かっ た 警備員を 利用者

宅へ派遣し ， 必要に 応じ て ， 消防局へ救急車の緊急出動の要請を 行う 。  

対 象 者  下記のい ずれかに 該当す る 者で ， 世帯全員が病弱な た め 日常生活を 営

む う え で 常時注意を 要す る も の  

① 65歳未満のひ と り 暮ら し 重度身体障害者（ 身体障害者手帳１ ・ ２ 級）

世帯 

② 65歳未満の重度身体障害者（ 身体障害者手帳１ ・ ２ 級） のみの世帯  

③ ②に 準ず る 世帯（ 65歳未満の重度身体障害者と 重度知的障害者と の

同居な ど ）  

利用者負担額 

 負担額（ 月額）  

生活保護受給世帯 

0円 市民税非課税世帯 

市民税均等割課税者がい る 世帯  

市民税所得割課税者がい る 世帯  1, 000円（ 携帯型： 800円）  

予 算 額  令和７ 年度 2, 695千円 

(28) 在宅人工呼吸器・酸素濃縮器使用電気料助成事業（市単独事業 平成13年度から

実施） 

目  的  在宅で 常時， 人工呼吸器又は酸素濃縮器を 使用し て い る 重度呼吸器機

能障害者に 対し て ， こ れら の機器に 係る 電気料金の一部を 助成し ， 障害

者の経済的負担の軽減と 福祉の増進を 図る 。  

対 象 者 ① 身体障害者手帳所持者で 呼吸器機能障害１ 級又は３ 級の者， 又はこ

れに 準ず る 者と し て 特に 市長が認める 者  

② 在宅で 常時， 人工呼吸器又は酸素濃縮器を 使用す る 者  

③ 生計中心者の市町村民税が非課税の者 

予 算 額  令和７ 年度 2, 186千円 

(29) 重度心身障害者（児）紙おむつ等助成事業（市単独事業 平成８年度から実施） 

目  的  在 宅又は病 院等で ， 紙お む つ 等を 使用 し て い る 重度心 身 障害者 （ 児）

に 対し ， 紙お む つ 購入費等を 助成し ， 重度心身障害者（ 児） の福祉の向

上及び そ の世帯の経済的負担の軽減を 図る 。  

対 象 者  ３ 歳以上の身体障害者手帳１ 級， ２ 級の肢体不自由者 又は， 療育手帳

Ａ １ ， Ａ ２ ， Ａ に 該当す る 者で ， 生計中心者の市町村民税が非課税の者

（ 生活保護世帯を 除く 。）  

助 成 額  月額 4, 000円以内 

予 算 額  令和７ 年度 11, 773千円 

(30) 重度身体障害者理髪・美容サービス事業（市単独事業 平成６年度から実施） 

目  的  外出困難な 重度身体障害者の家庭に 理容・ 美容業者を 派遣し て ，理髪・
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美容サー ビ ス を 行い ， 保健衛生の向上及び 福祉の増進を 図る 。  

対 象 者  身体障害者手帳（ 視覚障害１ 級及び 65歳未満の肢体不自由１ 級） の所

持者で ， 外出困難な 重度身体障害者  

実施回数  １ 人年３ 回以内 

予 算 額  令和７ 年度 1， 495千円 

(31) 重度身体障害者住宅改造費助成事業（市単独事業 平成９年度から実施） 

目  的  重度身体障害者の在宅で の生活を 支援す る た め ， 浴室・ ト イ レ ・ 廊下

の段差解消，手す り の設置や居室の改造等に 要す る 経費の一部を 助成し ，

生活環境の整備を 図る 。  

対 象 者  重度身体障害者及び そ の同居者で ， 同居者全員の前年課税所得金額の

合計額が330万円以下で あ り ， 納付す べき 市税の滞納がな い 世帯  

助 成 額  対象経費に ２ 分の１ を 乗じ た 額 （ 上限額： 500, 000円）  

予 算 額  令和７ 年度 12, 501千円 

(32) 児童発達支援事業専門員加算等補助金（市単独事業 昭和51年度から実施） 

目   的   在 宅 で 児 童 発 達 支 援 事 業 所 等 へ 通 所 す る 心 身 障 害 児 又 は 重 症 心 身 障

害児に 対し ， 日常生活基本動作訓練や集団生活適応訓練等の早期療育を

行う こ と に よ り 各自の能力に 応じ た 発達を 支援す る 。  

事業内容  児童発達支援事業所， 児童発達支援セ ン タ ー 及び 放課後等デ イ サー ビ

ス に つ い て ， よ り 質の高い 訓練や指導のほか専門的な 個別指導や， そ の

家族に 対す る 心理的サポ ー ト を 含む 総合的な 療育指導を 行う 事業所に 対

し て ， 専門指導員等の経費の一部を 助成す る 。  

予 算 額  令和７ 年度 42, 000千円 

(33) 発達障害児等家族支援補助事業（市単独事業 令和元年度から実施） 

目  的  発達障害児等が地域から の孤立や児童虐待に つ な がら な い よ う ， 保護

者が楽し く 子育て に 臨め る 自信を 持た せる た め， 事業所が行う 家族支援

に 対し 補助を 行い ， 療育の質の向上を 図る 。  

事業内容  児童発達支援事業所等が， 通所し て い る 発達障害児等の保護者に 対し

て ， グ ルー プ 講習等の集団支援を 実施し た 場合に ， 経費の一部を 助成す

る 。  

予 算 額  令和７ 年度 3, 483千円 

(34) 障害児地域療育等支援事業（市単独事業 平成８年度から実施） 

目  的  在宅障害児（ 者） のラ イ フ ス テ ー ジ に 応じ た 地域で の生活を 支援す る

た め， 障害児（ 者） 施設の有す る 機能を 活用し 療育， 相談体制の充実を

図る と と も に ， 各種福祉サー ビ ス の提供の援助， 調整等を 行い ， 地域の

在宅障害児（ 者） 及び そ の家庭の福祉の向上を 図る 。  

事業内容 ① 障害児等療育支援事業  

・ 在宅支援訪問療育指導事業  

・ 在宅支援外来療育指導事業  

・ 施設支援一般指導事業  

② 地域療育等支援事業 
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対 象 者  在宅の重症心身障害児( 者) ， 知的障害児( 者) 及び 身体障害児( 者) 等 

予 算 額  令和７ 年度 4, 727千円 

(35) 障害福祉サービス事業所等サポート事業（国の制度 令和３年度から実施） 

目  的  福祉・ 介護職員等処遇改善加算等 の新規取得や， よ り 上位区分の加算

の取得を 促進す る と と も に ， 障害福祉サー ビ ス 等情報公表制度に 係る 審

査体制を 確保し ， 当該制度を 円滑に 実施す る 。  

事 業 内 容  ①  福 祉 ・ 介 護 職 員 等 処 遇 改 善 加 算 等 の 取 得 促 進 に 係 る 事 業 所 へ の 助

言・ 指導等 

福祉・ 介護職員等処遇改善加算 等の認知度向上や， 各事業所に よ る

申請へのサポ ー ト 体制を 構築す る こ と に よ り ， 市内事業所に お け る 加

算等の取得促進を 図る 。  

② 障害福祉サー ビ ス 等情報公表制度の施行に 係る 審査体制の確保  

会計年度任用職員を 雇用し ， 障害福祉サー ビ ス 等情報公表制度の審

査を 行う 。  

予 算 額  令和７ 年度 5, 367千円 

(36) 障害者相談支援等事業（国の制度 平成18年度から実施） 

目  的  在宅で 生活し て い る 障害者やそ の家族を 対象に ， 地域で 生活を 送る う

え で 必要な 各種福祉サー ビ ス の活用な ど に つ い て 相談を 受け ， 助言や利

用援助を 行い ， 障害者の地域に お け る 生活を 支援す る 。  

事業内容 ① 障害者相談支援事業（ 電話・ 来所・ 訪問等に よ る 相談）  

② 障害者緊急一時保護業務 

予 算 額  令和７ 年度 59, 449千円 

(37) 鹿児島市障害者基幹相談支援センター事業（国の制度 平成24年10月１日設置） 

目  的  障害者（ 児） 及び そ の家族等から の総合的な 相談業務に つ い て ， ワ ン

ス ト ッ プ 化を 図り ， 情報の提供及び 助言そ の他障害福祉サー ビ ス の利用

支援等の必要な 支援を 行う と と も に ， 関係機関と の連絡調整， そ の他虐

待防止セ ン タ ー の機能を 備え た ， 本市の相談支援の拠点と な る 基幹相談

支援セ ン タ ー を 運営す る 。  

事業内容  総合的な 相談業務（ 身体障害・ 知的障害・ 精神障害（ 発達障害を 含む ）・

差別解消） 及び 成年後見制度利用支援事業を 実施。  

・ 身近な 地域の相談支援事業者で 対応で き な い 個別事例への対応  

・ 虐待防止セ ン タ ー の役割な ど  

予 算 額  令和７ 年度 41, 920千円 

(38) 地域生活支援拠点事業（国の制度 平成29年度から実施） 

目  的  地域で 生活す る 障害者の不安の解消を 図り ， 障害者及び 家族が安心し

て 生活で き る よ う 支援す る こ と に よ り ， 障害のあ る 人も な い 人も 共に 地

域で 生活で き る 社会の推進に 寄与す る 。  

事業概要 ・ 24時間365日の緊急対応（ 相談， 受け 入れ）  

・ 施設等から 地域生活への移行を 希望す る 障害者に 対し て 当拠点やグ ル

ー プ ホ ー ム 等に お い て 地域生活の体験の場を 提供  
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上記事業を 行う た め ， 拠点の機能を 中核的に 担う 施設に 対し て ， 居室の

確保及び コ ー デ ィ ネ ー タ ー 配置を 行う 。  

予 算 額  令和７ 年度 9, 276千円 

(39) 自立支援医療費（更生医療）支給事業（国の制度 昭和24年度から実施） 

目  的  身体障害者の更生を 目的に し ， 手術， 治療に よ り 身体の機能障害を 除

去し ， ま た は軽減し て 職業能力や日常生活を 容易に す る 。  

対 象 者 18歳以上の身体障害者手帳を 有す る 者  

実  績 

年度 

区分 
令和４  令和５  令和６  

延 べ 件 数 11, 879件 11, 721件 11, 310件 

予 算 額  令和７ 年度 1, 029, 467千円 

(40) 重度心身障害者等医療費助成事業（県補助事業 昭和49年度から実施） 

目  的  重度心身障害者、 重 度心身障害児及び 重複障害者に ， 医療費を 助成し ，

こ れら の者の保健の向上と 福祉の増進を 図る 。  

対 象 者 ① 身体障害者手帳１ 級又は２ 級所持者で ， １ 歳以上の者 

②  知能指数35以下の知的障害者で ， １ 歳以上の者 

③  身 体 障害 者手 帳３ 級を 所持 し ， かつ 知能 指数 36以上 50以 下の 者で １

歳以上のも の（ 重複障害者）  

④ 精神障害者保健福祉手帳１ 級所持者（ 通院医療費のみ： R6. 7～）  

※ 令和６ 年７ 月から 所得制限あ り  

助 成 額  保険診療分の自己負担額（ １ カ 月単位）  

助成の方法 自動償還払い  

実  績  令和６ 年度助成件数  348, 016件 

予 算 額  令和７ 年度 1, 876, 512千円 

(41) 市民福祉手当（重度障害者（児）手当）（市単独事業 昭和45年４月から実施） 

目  的  重度障害者（ 児） に 市民福祉手当を 支給す る こ と に よ り ， こ れら の者

の福祉の増進を 図る 。  

対 象 者 ① 重度障害者（ 令和７ 年度予算人員 対象者15, 601人）  

10月１ 日現在で 本市に １ 年以上居住し て い る 20歳以上の者で ， 身体

障害者手帳１ ・ ２ 級， 療育手帳Ａ １ ・ Ａ ２ ・ Ｂ １ 若し く は精神障害者

保健福祉手帳１ ・ ２ 級の者又はこ れに 準ず る 障害を 有す る 者  

② 重度障害児 （ 令和７ 年度予算人員  対象児549人）  

４ 月１ 日現在で 本市に １ 年以上居住し て い る 20歳未満の者で ， 身体

障害者手帳１ ・ ２ 級， 療育手帳Ａ １ ・ Ａ ２ ・ Ｂ １ 若し く は精神障害者

保健福祉手帳１ ・ ２ 級の者又はこ れに 準ず る 障害を 有す る 者  

手 当 額  年額24, 000円 

予 算 額  令和７ 年度 390, 534千円 

(42) 特別障害者手当（国の制度 昭和61年度から実施） 

目   的   日 常 生 活 に お い て 常 時 特 別 の 介 護 を 必 要 と す る 20歳 以 上 の 在 宅 の 重



- 215 - 

度障害者の福祉の増進を 図る 。  

手 当 額  月額29, 590円 

実  績 

年度 

区分 
令和４  令和５  令和６  

受給者数（ 人）  857 955 1063 

(43) 障害児福祉手当（国の制度 昭和61年度から実施） 

目   的   日 常 生 活 に お い て 常 時 介 護 を 必 要 と す る 20歳 未 満 の 重 度 障 害 児 の 福

祉の増進を 図る 。  

手 当 額  月額16, 100円 

実  績 

年度 

区分 
令和４  令和５  令和６  

受給者数（ 人）  354 365 366 

(44) 福祉手当（経過措置分）（国の制度 昭和61年度から実施） 

目   的   日 常 生 活 に お い て 常 時 介 護 を 必 要 と す る 重 度 障 害 者 の 福 祉 の 増 進 を

図る 。  

対 象 者  旧福祉手当の受給者で 特別障害者手当， 障害基礎年金の非該当者  

手 当 額  月額16, 100円 

実  績 

年度 

区分 
令和４  令和５  令和６  

受給者数（ 人）  11 8 8 

(45) 心身障害者扶養共済事業（県の制度 昭和45年度から実施） 

目  的  心身障害者の保護者の相互扶助の精神に 基づ き ， 保護者の死亡又は重

度障害の状態と な っ た 後の心身障害者に 年金を 支給し ， 心身障害者の生

活の安定と 福祉の増進に 資す る 。 下記 ①～③のい ず れかに 該当す る 心身

障害者の保護者で 市内に 住む 65歳未満の健康な 者 

対 象 者  ① 知的障害者   

② 身体障害者（ １ 級から ３ 級ま で ）  

③ ①②に 準ず る 者で 将来独立自活す る こ と が困難と 認め ら れる 者  

加入限度  心身障害者１ 人に つ き ２ 口ま で  

加入者数  126人（ 令和６ 年度末）  

給 付 内 容   加 入 者 が 死 亡 又 は 重 度 障 害 の 状 態 と な っ た 日 の 属 す る 月 か ら 心 身 障

害者に 対し ， 加入口数が１ 口に つ き 年金月額２ 万円が支給さ れる 。  

予 算 額  令和７ 年度 8, 903千円 

(46) 心身障害者総合福祉センター（ゆうあい館） 

① 設 置目的 

心身障害者に 対し て ， 自立活動を 助け ， ふれあ い を 深め ， 及び 生き がい を 高め

る 場を 提供し ， も っ て 心身障害者の福祉の増進を 図る こ と を 目的と す る 。  

② 利 用方法等 
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・ 開館時間  午前９ 時～午後９ 時  

・ 休 館 日  水曜日， 12月29日から 翌年１ 月３ 日ま で  

・ 使 用 料  無料 

・ 利用対象者 市内に 居住す る 身体障害者手帳や療育手帳を 有す る 者等  

③ 主 な 事業 

こ と ばの発達指導事業，利用者相談支援等事業，ス ポ ー ツ・ レ ク リ エ ー シ ョ ン ，

福祉機器リ サイ ク ル事業， Ｉ Ｔ 講習会開催事業等  

(47) 知的障害者福祉センター（ふれあい館） 

① 設 置目的 

知的障害者相互のふれあ い を 深め ， 生き がい と 健康づ く り を 支援し ， 知的障害

者と そ の家族の福祉の向上を 図る こ と を 目的と す る 。  

② 利 用方法等 

・ 開館時間  午前９ 時～午後９ 時  

・ 休 館 日  月曜日， 12月29日から 翌年１ 月３ 日ま で  

・ 使 用 料  無料 

・ 利用対象者 療育手帳所持者等と そ の家族及び 知的障害者のた め に 奉仕活動を

行う 個人や団体 

 ③ 主な 事業 

ス ポ ー ツ ， レ ク リ エ ー シ ョ ン ， 健康・ 生活・ 職業等の相談・ 指導， 教育講座等

の開催 

(48) 精神保健福祉交流センター（はーと・ぱーく） 

① 設 置目的 

精神障害者の自立及び 社会参加の促進を 図る と と も に ， 市民の精神障害に 対す

る 理解と 相互の交流を 深め る こ と を 目的と す る 。  

② 利 用方法等 

・ 開館時間  午前９ 時～午後９ 時  

・ 休 館 日  火曜日， 12月29日から 翌年１ 月３ 日ま で  

・ 使 用 料  無料 

・ 利用対象者 精神障害者保健福祉手帳所持者（ 障害の程度が同程度と 認めら れ

る 者） と そ の家族や介護者及び 精神障害者のた め に 奉仕活動を 行う

個人や団体  

③ 主 な 事業 

・ 健康， 生活， 就労等の相談・ 指導  

・ 精神障害者に 対す る 社会的偏見を な く し 地域住民等と の交流を 図る イ ベ ン ト  

・ 精神障害に 対す る 正し い 知識の普及啓発を 目的と し た 講座， 講習会等の開催  

(49) 成年後見制度利用支援事業（国の制度 平成14年度から実施） 

目  的  身寄り のな い 知的障害者・ 精神障害者等で ， 後見開始の審判を 申立て

る 者がい な い 者のた め に ， 審判の申立て を 行う ほか， そ の申立て 費用を

負担し ， 判断能力の不十分な 知的障害者・ 精神障害者等の保護を 図る 。  

予 算 額  令和７ 年度 6, 138千円 
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(50) 障害福祉計画等策定・管理事業（市単独事業 平成18年度から実施） 

目   的   障 害 者 基 本 法 に 基 づ く 市 町 村 障 害 者 計 画 で あ る 第 五 次 鹿 児 島 市 障 害

者計画（ 令和５ ～９ 年度） 並び に 障害者総合支援法に 基づ く 市町村障害

福祉計画及び 児童福祉法に 基づ く 市町村障害児福祉計画で あ る 鹿児島市

障害福祉計画第 ７ 期計画・ 鹿児島市障害児福祉計画第３ 期計画（ 令和６

～８ 年度） を 推進し ， 進行管理を 行う 。  

内  容 ① 第五次鹿児島市障害者計画  

ア  根拠： 障害者基本法に 基づ く 「 市町村障害者計画」  

イ  内容： 本市の障害者施策を 推進す る た め の計画と し て ， 施策の基

本的方向を 示す  

ウ  計画期間： 令和５ 年度から ９ 年度  

② 鹿児島市障害福祉計画第７ 期計画・ 鹿児島市障害児福祉計画第 ３ 期

計画 

ア  根拠： 障害者総合支援法に 基づ く 「 市町村障害福祉計画」  

児童福祉法に 基づ く 「 市町村障害児福祉計画」  

「 第五次鹿児島市障害者計画」 の数値目標を 含む 実施計画

と 位置付け る  

イ  内容： 障害福祉サー ビ ス 等及び 障害児通所支援等の体制の確保に

関す る 計画 

ウ  計画期間： 令和 ６ 年度から ８ 年度 

予 算 額  令和７ 年度 296千円 

(51) 障害者施策推進協議会（昭和49年度設置） 

障害者基本法に 基づ く 障害者施策推進協議会を 平成６ 年６ 月設置。  

（ 昭和49年10月設置の心身障害者対策協議会を 名称変更）  

委員の構成 学識経験者    ７ 人 

行政機関の関係者 ５ 人 

予 算 額  令和７ 年度 70千円 

(52) 障害者自立支援協議会（平成20年度設置） 

障害者総合支援法に 基づ く 協議会と し て ， 関係機関の連携強化や障害福祉計画の進

行管理 等を 行う 。  

委員の構成 学識経験者 ３ 人 

関係団体等 19人 

公募市民  ４ 人 

行政    ４ 人 

(53) 医療的ケアを必要とする障害児支援事業（国の制度 令和元年度から実施） 

目  的  医療的ケ ア 児（ 人工呼吸器を 装着し て い る 障害児そ の他の日常生活を

営むた めに 医療を 要す る 状態に あ る 障害児） が適正な 支援を 受け ら れる

よ う に ， 保健， 医療， 障害福祉， 保育， 教育等の関係機関が連携を 図る

た めの協議の場の運営を 行う ほか， 医療的ケ ア 児支援に 関す る リ ー フ レ

ッ ト の作成を 行う 。  

予 算 額  令和７ 年度 356千円 

計12人 

計30人 
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(54) 在宅重度心身障害児家族支援事業（令和５年４月から国の制度へ移行 令和３

年度から実施 ※令和３,４年度は県の制度）  

事 業 内 容   在 宅 の 重 度 心 身 障 害 児 を 介 護 す る 家 族 の 心 身 や 経 済 上 の 負 担 軽 減 を

図る た め， 家族に 代わっ て 訪問看護師等が看護を 行う た め の経費を 助成

す る 。  

対 象 者  18歳未満で 次のい ず れかに 該当す る 者  

① 身体障害者手帳１ 級ま た は２ 級  

② 療育手帳Ａ １ ま た はＡ ２  

③ 身体障害者手帳３ 級かつ 療育手帳Ｂ １  

予 算 額 令和７ 年度 1, 850千円 

(55) ナイスハート支援事業（市単独事業 平成24年度から実施） 

目   的   障 害 者 施 設 の 生 産 物 の 販 売 等 を 促 進 す る と と も に 市 民 へ の 啓 発 を 行

い ， 障害者の生産意欲の向上を 図る 。  

事 業 内 容   障 害 者 施 設 の 生 産 物 の 販 売 等 を 促 進 す る た め の 広 報 等 の 経 費 に 対 し

助成す る 。  

① 助 成 先 物品の加工・ 販売等を 行う 障害福祉サー ビ ス 事業所で 構

成す る 団体 

② 広報内容 生産物（ 木工品， パン ， 菓子等） やレ ス ト ラ ン 等の案内  

③ 広報方法 ホ ー ム ペ ー ジ な ど  

予 算 額  令和７ 年度 200千円 

(56) チャレンジド大賞表彰事業（市単独事業 平成25年度から実施） 

目  的  障害者の福祉に つ い て の関心と 理解を 深め る と と も に ， 障害者の社会

参加と 自立支援の促進を 図る 。  

事業概要  様々な 分野に お い て ， 前向き に 取り 組み輝い て い る 障害者個人や団体

及び 障害者の方々を 積極的に 支援し て い る 個人等を 表彰す る 。  

予 算 額  令和７ 年度 365千円 

(57) 各種団体に対する補助金事業（市単独事業） 

目  的  各 種福祉団 体に 対し 助成 を 行い ， そ の活 動 を 活 性化 す る こ と に よ り ，

福祉の増進を 図る 。  

内  容  鹿児島市身体障害者福祉協会等への助成  

予 算 額  令和７ 年度 2, 125千円 
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６ 生活保護 

(1) 保護状況（令和７年度予算額 扶助費 26,516,765千円） 

区  分 

令和５ 年度（ 月平均）  令和６ 年度（ 月平均）  前年度 

対 比 

( 人員)  世帯数 人 員 扶助額 世帯数 人 員 扶助額 

生 活 扶 助 
世帯 

10, 206 

人 

12, 813 

千円 

543, 708 

世帯 

10, 143 

人 

12, 704 

千円 

538, 188 

％ 

99. 1 

住 宅 扶 助 9, 979 12, 296 292, 589 9, 960 12, 218 291, 115 99. 4 

教 育 扶 助 461 698 6, 051 435 669 7, 070 95. 8 

介 護 扶 助 2, 831 2, 894 45, 383 2, 897 2, 970 50, 090 102. 6 

医 療 扶 助 10, 858 13, 244 1, 291, 458 10, 854 13, 204 1, 273, 372 99. 7 

出産・ 生業・ 葬祭扶助 249 272 7, 556 251 285 8, 715 104. 8 

就 労 自 立 給 付 金 6 6 333 6 6 287 100. 0 

進 学 準 備 給 付 金 3 3 425 5 5 1, 150 166. 7 

扶 助 実 数 11, 553 14, 382 2, 187, 503 11, 531 14, 319 2, 169, 988 99. 6 

 

区    分 令和５ 年度 令和６ 年度 増   減  

1 人 当 た り 扶 助 額 （ 月 額 ）  152, 100円 151, 546円 △554円 

1世 帯 当 た り 扶 助額 （ 月 額）  189, 345円 188, 187円 △1, 158円 

月 平 均 保 護 率 24. 9‰ 25. 0‰ 0. 1‰ 

全 国 平 均 保 護 率 16. 3‰ 16. 2‰ △0. 1‰ 

月 平 均 世 帯 数 11, 553世帯 11, 531世帯 △22世帯 

月 平 均 人 員 14, 382人 14, 319人 △63人 

月 平 均 

処 理 件 数 

開 始 87件 99件 12件 

廃 止 93件 103件 10件 

却 下 4件 3件 △1件 
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(2) 生活保護の推移（指数については，令和２年度を100とする） 

年 度 

区 分 
令和２  令和３  令和４  令和５  令和６  

保 護 実 数 

( 月平均 ）  

世帯( 世帯)  11, 613 11, 640 11, 618 11, 553 11, 531 

指数 100 100. 2 100. 0 99. 5 99. 3 

人員( 人)  14, 774 14, 697 14, 559 14, 382 14, 319 

指数 100 99. 5 98. 5 97. 3 96. 9 

保 護 費 

( 年 額 )  

金額( 千円)  25, 839, 893 25, 638, 133 25, 627, 276 26, 250, 051 26, 039, 850 

指数 100 99. 2 99. 2 101. 6 100. 8 

一 世 帯 
当 た り  
扶 助 額 
( 月 額 )  

月額( 円)  185, 424 183, 549 183, 819 189, 345 188, 187 

指数 100 99. 0 99. 1 102. 1 101. 5 

保 護 率 

( 千 分 比 )  

本市( ‰)  25. 1 25. 1 25. 0 24. 9 25. 0 

本県( ‰)  18. 7 18. 7 18. 5 18. 5 18. 5 

全国( ‰)  16. 3 16. 3 16. 2 16. 3 16. 2 

７ 生活困窮者自立支援 

(1) 自立相談支援事業（国の制度 平成27年度から実施） 

目 的   生活困窮者に 対す る 自立の支援に 関す る 措置を 講ずる こ と に よ り ， 生活

困窮者の自立の促進を 図る 。  

内  容   生 活 困 窮 者 の 様 々 な 課 題 に 一 元 的 に 対 応 し ， 生 活 困 窮 者 へ の 的 確 な 評

価・ 分析に 基づ い て 自立支援計画を 策定し ， 関係機関と の調整な ど を 行う 。 

    ま た 、 相談者の家計状況の「 見え る 化」 に よ っ て 根本的課題を 把握し 、

関係機関と 連携し て 債権等の整理を 図る 家計改善支援を 行う 。  

な お 、 平成28年度から は、「 生活・ 就労支援セ ン タ ー かご し ま 」 と し て 、      

ハロ ー ワ ー ク かご し ま 及び シ ルバー 人材セ ン タ ー の相談窓口を 併設し 、 ワ

ン ス ト ッ プ で の就労支援を 行う 。  

予算額   令和７ 年度 21, 476千円 

(2) 住居確保給付金（国の制度 平成27年度から実施） 

内 容   離職・ やむ を 得な い 休業等 に よ り 、 住居を 失っ た 又は失う お そ れがあ る

者に 対し 、 給付金を 支給す る こ と に よ り 、 安定し た 住居の確保と 就労自立

を 支援す る 。  

予算額   令和７ 年度 3, 648千円 

 



- 221 - 

(3) 就労準備支援事業（国の制度 平成28年度から実施） 

内 容   一般就労に 向け た 準備が整っ て い な い 者を 対象に ， 一般就労に 従事す る

準備と し て の基礎能力の形成を 計画的かつ 一貫し て 支援す る 。  

予算額   令和７ 年度 160千円  

(4) 子ども学習・生活サポート事業（国の制度 平成28年度から実施） 

内 容   家庭の事情に よ り 、 家庭で の学習等に 困難を 抱え る 子ど も へ学習の場を

提 供 す る と と も に 、 進 路 選択 や学 習・ 生 活環 境改 善に 向け た 支援 のほ か、

進学を 目指す 子ど も に オ ン ラ イ ン 等に よ る 学習支援を 行う 。  

予算額   令和７ 年度 18, 132千円 

(5) 若者等サポート事業（国の制度 令和元年度から実施） 

内  容   生 活 支 援 コ ー デ ィ ネ ー タ ー を 配 置 し ， 窓 口 へ 来 ら れ な い 要 支 援 者 や 若

者 ・ 中高 年の 「 ひ き こ も り 」 の者 等の 情 報を 把握 し 、 訪 問支 援 等を 行う 。 

予算額   令和７ 年度 4, 774千円 

８ 保健衛生 

鹿児島市保健所     山下町11番１ 号 

北部保健セ ン タ ー    吉野町3275番地３  

東部保健セ ン タ ー    山下町11番１ 号 

西部保健セ ン タ ー    永吉二丁目21番６ 号 

中央保健セ ン タ ー    鴨池二丁目25番１ －11号 

南部保健セ ン タ ー    西谷山一丁目３ 番２ 号 

吉田地区保健セ ン タ ー  本城町1687番地２  

桜島地区保健セ ン タ ー  桜島藤野町1456番地１  

松元地区保健セ ン タ ー  上谷口町2883番地 

郡山地区保健セ ン タ ー  郡山町141番地 

喜入地区保健セ ン タ ー  喜入町6100番地 

食肉衛生検査所     下福元町7852番地 

保健環境試験所     鴨池二丁目22番18号 

動物愛護管理セ ン タ ー  田上町3910番地 

(1) 生活衛生 

① 業務内容 

ア  広報・ 教育・ 調査  

保健所行事広報， 衛生教育， 人口動態調査そ の他保健衛生に 関す る 調査  

イ  監視・ 指導・ 取締  

医事， 薬事， 毒物劇物， 食品衛生， 家庭用品衛生， 環境衛生， 温泉， 化製場等 

ウ  許認可免許手続 

営業関係許認可， 診療所等の開設許可， 医療従事者等の免許手続  

エ  犬・ 猫関係 

犬の登録， 狂犬病予防注射， 飼い 方の指導， 犬の捕獲， 犬猫の引取り  

② 活動状況 

ア  食品衛生 
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食品衛生営業許可事務取扱件数              （ 令和６ 年度）  

区 分 飲 食 店 
菓 子 

製 造 

そう ざい 

製 造 

食 肉 

販 売 

魚 介 類 

販 売 
そ の 他 計 

申 請 2, 077 124 76 27 54 91 2, 449 

許 可 2, 069 120 77 26 52 93 2, 437 

現 在 数 6, 823 639 434 184 213 487 8, 780 

監視指導延べ件数 4, 147件 

イ  環境衛生 

環境衛生営業許可等事務取扱件数             （ 令和６ 年度）  

区 分 

旅

館 

興

行

場 

仮
設
興
行
場 

公

衆

浴
場 

理

容

所 

出

張

理
容 

美

容

所 

出

張

美
容 

ク
リ
ー
ニ
ン
グ
所 

特
定
建
築
物 

建
築
物
登
録
業 

温  泉 

計 掘

削 

利
用
許
可 

申請又は届出 22 0 1 8 11 3 94 5 9 4 19 0 5 181 

許可又は確認 22 0 1 9 9 3 87 5 9 4 21 0 5 175 

現 在 数 243 17 0 133 475 39 1, 474 147 288 207 163 ※261 163 3, 610 

監視指導延べ件数 474件             （ ※泉源数）  

ウ  統計届出 

人口動態取扱件数                   （ 令和６ 年度）  

出生 死亡 死産 婚姻 離婚 

3, 980 7, 648 111 2, 412 996 

エ  犬の登録頭数ほか                    （ 令和６ 年度）  

区分 

犬

の

登

録 

狂

犬

病 
予

防

注

射 

犬

の 

捕

獲

数 

飼

犬

の 

引

取

数 

所
有
者
不
明
犬 

の

引

取

数 

負

傷

犬

の 

収

容

数 

返

還

数 

咬

傷

届

数 

措

置

命

令 

飼

猫

の 

引

取

数 

所
有
者
不
明
猫 

の

引

取

数 

負

傷

猫

の 

収

容

数 

件数 1, 943 16, 771 9 12 53 0 48 19 0 16 172 81 

オ  動物取扱業の登録及び 届出，特定動物の飼養又は保管の許可数（ 令 和６ 年度）  

動物取扱業登録数（ 第一種） 及び 届出数（ 第二種）         （ 件）  

区 分 販 売 保 管 貸出し  訓 練 展 示 そ の他 

第一種 85 116 3 14 11 0 

区 分 譲渡し  保 管 貸出し  訓 練 展 示 そ の他 

第二種 2 2 0 0 2 0 

特定動物飼養保管許可数   37件 

カ  化製場等施設数                    （ 令和６ 年度）  

施設別 

 

区分 

化製場 

死 亡 

獣 畜 

取扱場 

準用 

施設 

飼養許可畜舎（ 指定区域内）  

牛 馬 豚 鶏 あひる 犬 山羊 めん羊 合計 

現在施設数 4 1 2 2 4 3 3 1 9 1 1 24 

監視指導数 2 1 2 1 3 3 3 1 8 1 1 21 
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キ  食鳥処理場施設数                    （ 令和６ 年度）  

施設別 

区分 
大 規 模 認定小規模  

現 在 施 設 数 

監 視 指 導 件 数 

2 

10 

8 

9 

③ 医療関係 

ア  医師， 歯科医師及び 薬剤師数（ 令和４ . 12. 31現在）  

医師  2, 737人  人口10万人当た り 463. 9人 

歯科医師 771人      〃    130. 7人 

薬剤師 1, 671人      〃    283. 2人 

（ 資料 厚生労働省政策統括官付参事官付保健統計室「 令和４ 年医師・ 歯科医師・ 薬剤師統計」） 

イ  病床数（ 令和７ . ４ . １ 現在）  

13, 532床（ 助産所を 除く ）  

人口10万人当た り  2, 333床 

ウ  市内医療施設（ 令和７ . ４ . １ 現在）  

経営主体  

 

区分 

国 県 市 

左記を除

く 公的医

療施設 

医療 

法人等 
個人 計 

病 
 

 

院 

病 院 数  2   1 3 79   85 

病
床
数 

一 般 床 1, 072   568 344 4, 713   6, 697 

療 養 床       18 2, 289   2, 307 

結 核 床         40   40 

精 神 床 40       3, 138   3, 178 

感 染 症 床 2   6       8 

計 床 1, 114   574 362 10, 180   12, 230 

一
般
診
療
所 

無 床 診 療 所 数  2 3 6 6 320 124 461 

有
床 

診 療 所 数          84 3 87 

一 般 床         1, 148 37 1, 185 

療 養 床         117   117 

計 床         1, 265 37 1, 302 

歯
科
診
療
所 

無 床 診 療 所 数          113 257 370 

有
床 

診 療 所 数                

病 床 数 床               

助
産
所 

無 床 診 療 所 数          1 78 79 

有
床 

助 産 所 数          2 4 6 

入 所 数 床         18 6 24 

エ  市内医療関連施設（ 令和７ . ４ . １ 現在）  

 薬 局 店舗販 売業 衛生検査所 施術所 歯科技工所 

施設数 347 135 9 1, 005 140 

オ  地域救急医療  

( ｱ)  初期救急医療（ 一般的な 疾病・ け がに 対応）  

休日在宅当番医制・ 夜間急病セ ン タ ー ・ 歯科救急医療（ 休日等歯科診療・

夜間歯科診療）・ 夜間救急薬局・ かかり つ け の病院・ 診療所  

ａ  休日在宅当番医制（ 昭和42年３ 月から 実施）  
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( a)  日曜， 祝日， ８ ／14・ 15， 12／31 ～ １ ／３ の午前９ 時～午後６   

 時  

( b)  ９ 診療科目を 当番医制で 配置  

ｂ  夜間急病セ ン タ ー （ 平成18年４ 月１ 日供用開始）  

設置場所 鹿児島市保健・ 急病セ ン タ ー １ 階  

( a)  毎日 午後７ 時～翌朝７ 時（ 日曜， 祝日， ８ ／14・ 15， 12／29～ 

１ ／３ は午後６ 時～翌朝７ 時）  

※産婦人科， 眼科， 耳鼻い ん こ う 科は午後 10時ま で  

( b)  診療科目 内科・ 小児科・ 外科・ 産婦人科・ 眼科・ 耳鼻い ん こ う 科  

※産婦人科， 眼科， 耳鼻い ん こ う 科はオ ン コ ー ル制  

ｃ  歯科救急医療（ 休日： 昭和54年３ 月から  夜間： 平成４ 年４ 月から 実施）  

○休日昼間 診療場所 県歯科医師会立口腔保健セ ン タ ー  

( a)  日曜， 祝日， ８ ／13 ～ 15， 12／29 ～ １ ／３ の午前９ 時～午後４ 時 

○夜間歯科診療（ 在宅当番医制）  

( a)  毎日 午後６ 時～午後11時 

( b)  １ 歯科診療所を 当番医制で 配置（ ５ ／３  ～ ５ ， ８ ／13 ～ 15，  

12／29 ～ １ ／３ は２ 歯科診療所）  

ｄ  鹿児島市薬剤師会夜間救急薬局（ 平成５ 年７ 月から 実施）  

設置場所 鹿児島市保健・ 急病セ ン タ ー １ 階  

( a)  毎日 午後７ 時～翌朝７ 時（ 日曜， 祝日， ８ ／14・ 15， 12／29 ～ １

／３ は午後６ 時～翌朝７ 時）  

( ｲ)  第二次救急医療（ 初期救急医療機関から 要請を 受け て ， 特に 入院加療を 要

す る 重症患者に 対応）  

ａ  共同利用型病院「 鹿児島市医師会病院」（ 昭和 59年６ 月から 実施）  

( a)  毎日 24時間体制 

( b)  診療科目 内科・ 脳神経内科・ 呼吸器内科・ 消化器内科・ 循環器内科・

外科・ 消化器外科・ 呼吸器外科・ 婦人科・ 放射線科・ 麻酔科・ ペ イ ン ク

リ ニ ッ ク 内科・ 救急科・ 病理診断科・ リ ハビ リ テ ー シ ョ ン 科・ 緩和 ケ ア

内科（ 計16科目）  

( ｳ)  第三次救急医療（ 第二次救急医療機関から 要請を 受け て ， 特に 頭部外傷・

脳卒中・ 未熟児・ 心筋梗塞等の直ち に 救命処置を 要す る 重篤患者に 対応）  

ａ  鹿児島市立病院救命救急セ ン タ ー ・ 成育医療セ ン タ ー ・ 脳卒中セ ン タ ー  

( a)  毎日 24時間体制 

ｂ  鹿児島大学病院救命救急セ ン タ ー  

( a)  毎日 24時間体制 

    ｃ  米盛病院救命救急セ ン タ ー  

( a)  毎日 24時間体制 

(2) 保健予防 

① 業務内容 

相談・ 健診・ 教室・ 訪問指導・ 給付事業  

ア  母と 子の健康  

母子健康手帳交付と 妊産婦健康相談， 乳幼児予約制・ １ 歳６ カ 月児・ ３ 歳児

健康診査， 医療機関委託に よ る 妊婦・ 産婦・ 乳幼児健康診査， 新生児聴覚検査，
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産婦支援小児科連携事業への公費助成， 育児に つ い て の健康教室（ 育児教室），

新生児・ 妊産婦・ 乳幼児の訪問指導， こ ん に ち は赤ち ゃ ん 事業， 未来を 守る ミ

ルク 支給事業， 育児支援（ 育児相談）， 子ど も す こ やか安心ねっ と （ 乳幼児相談

窓口， す く す く 親子教室， 総合発達相談会， 就学・ 進級へのス テ ッ プ ア ッ プ 交

流会等）， 妊娠・ 出産包括支援（ こ ど も 家庭セ ン タ ー （ 母子保健機能） の運営，

母子保健支援員・ 発達支援専門員の配置， 産後ケ ア ， ぷれマ マ ・ マ マ のほっ と

ス ペ ー ス 事業等）， 公費負担に よ る 医療費の助成（ 妊娠高血圧症候群や糖尿病な

ど の妊産婦， 未熟児， 身体に 障害を 有す る 児， 小児慢性特定疾病児， 不妊治療・

不育症治療を 受け た 夫婦の医療費）， 不妊専門相談セ ン タ ー 事業， 小児慢性特定

疾病児童等自立支援， 母子健康手帳ア プ リ 運用事業， 多胎妊産婦サポ ー タ ー 事

業， 出産・ 子育て 応援事業, 食に よ る 適正体重化事業（ 妊婦への栄養指導強化） 

イ  歯の健康 

医療機関委託に よ る 幼児の歯科健診・ フ ッ 化物塗布（ 乳幼児歯の健康づ く り

事業）， 小学一年生の歯科健診・ フ ッ 化物塗布（ 子ど も 達の歯と 口の健康を 守る

た めの歯科健診事業）， 成人歯科教室， 寝た き り 者等訪問歯科指導， 口腔衛生の

普及， 口腔保健支援セ ン タ ー の運営  

ウ  成人と 高齢者の健康 

健康相談， 特定保健指導， 栄養相談， 訪問指導等の高齢者に 対す る 個別的支

援， 通い の場等への積極的な 関与， Ｉ Ｃ Ｔ を 活用し た 保健指導， 元気い き い き

検診（ がん 検診， 腹部超音波検診， 骨粗 し ょ う 症検診， 一般健診， 肝炎ウ イ ル

ス 検診， 歯周病検診）， 若年がん 患者に 対す る 療養支援， がん 患者ア ピ ア ラ ン ス

ケ ア 支援， 運動普及推進員・ 健康づ く り 推進員の支援， 健康づ く り 教室・ 講座

（ 生活習慣病重症化予防教室， 市民のた め の糖尿病講演会， 働く 世代の健康教

室， 認知症・ う つ ・ フ レ イ ル予防教室， 薬の健康教室）， 一般介護予防（ 口腔・

栄養・ 運動） 複合教室， 慢性腎臓病予防ネ ッ ト ワ ー ク 事業  

エ  健康づ く り イ ベ ン ト  

北部ふれあ い 健康ま つ り ， 東部健康づ く り 交流会， 西部かがやき 健康祭， 中

央ふれあ い 健康展， 谷山健康ま つ り ， 花と 緑の吉野公園ウ ォ ー キ ン グ ， 城山す

そ 野ウ ォ ー キ ン グ ， 甲突河畔ウ ォ ー キ ン グ ， 与次郎・ 海の道ウ ォ ー キ ン グ ， 錦

江湾公園ウ ォ ー キ ン グ ， 桜ウ ォ ー キ ン グ  

オ  疾病の感染予防 

結核の感染予防対策（ 胸部エ ッ ク ス 線撮影健康診断， 結核医療給付， 家庭訪

問に よ る 療養と 感染防止指導等）， 予防接種（ ジ フ テ リ ア ， 百日せき ， 破傷風，

急性灰白髄炎（ ポ リ オ ）， 麻し ん ， 風し ん ， 日本脳炎， 結核（ Ｂ Ｃ Ｇ ）， Ｈ ｉ ｂ

感染症，小児用肺炎球菌，ヒ ト パピ ロ ー マ ウ イ ルス 感染症（ 子宮頸がん ），水痘，

Ｂ 型肝炎，ロ タ ウ イ ルス 感染症，高齢者等のイ ン フ ルエ ン ザ，成人用肺炎球菌，

新型コ ロ ナ ウ イ ルス 感染症， 帯状疱疹 , 流行性耳下腺炎（ お た ふく かぜ））， 骨髄

移植等に よ る ワ ク チ ン 再接種費用の助成，感染症発生時対策及び 発生動向調査，

性感染症， Ｈ Ｔ Ｌ Ｖ －１ ， Ｈ Ｉ Ｖ ， 肝炎ウ イ ルス ， 風し ん な ど 特定感染症の予

防対策 

カ  食生活と 栄養  

食生活に 関す る 相談， 食に 関す る 健康教室， 食生活改善推進員の養成・ 活動

支援， 給食施設指導， 国民健康・ 栄養調査， 食品表示（ 保健事項） に 関す る 相談 

キ  医療福祉相談 
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② 活動状況 

ア  定期予防接種                （ 令和６ 年度）（ 単位： 件） 

５ 種混合 ４ 種混合 
２ 種混合

（ ２ 期）  

麻し ん・ 風し ん

混合（ １・ ２ 期） 

麻し ん・ 風し ん

混合（ ５ 期）  
日本脳炎 

結 核 

（ Ｂ Ｃ Ｇ ） 

小 児 用 

肺炎球菌 

10, 309 5, 209 3, 805 8, 215 232 18, 012 3, 700 14, 769 
 

Hi b感染症 
ヒ ト パピローマ

ウイルス感染症 
水 痘 Ｂ 型肝炎 ロ タ ウ イ ルス 

高齢者等の 

インフルエンザ 

成人用肺

炎 球 菌 

新型コロナウイ

ル ス 感 染 症 

4, 355 19, 932 7, 454 11, 014 7, 925 88, 026 1, 771 25, 561 

 

イ  予防接種（ 任意接種）             （ 令和６ 年度）（ 単位： 件） 

風し ん（ 妊娠を希望する方等）  お た ふく かぜ  再接種（ 骨髄移植等による）  

771 7, 316 25 

ウ  健康診査並び に 保健指導等        （ 令和６ 年度）（ 単位： 人， 件） 

成 人 ・  

高 齢 者 

訪 問 指 導 

成 人 ・  

高 齢 者 

健 康 相 談 

お達者クラブ

（ 地域介護予

防 活 動 ）  

成 人 ・  

高 齢 者 

健 康 教 育 

面 接 

電 話 等 

保 健 指 導 

栄 養 改 善 

集 団 指 導 

健 康 増 進 

健 康 教 育 

特 定 

保 健 指 導 

栄 養 改 善 

個 別 指 導 

10, 083 2, 667 64, 220 42, 613 45, 030 8, 603 2, 946 25 4, 254 

妊 娠 

届 出 数 

妊 産 婦 

健 康 相 談 

妊 婦 

健 康 診 査 

産 婦 

健 康 診 査 

産 婦 支 援 

小 児 科 等 

相 談 

乳 幼 児 

健 康 診 査 

乳 幼 児 

健 康 診 査 

( 予約制)  

１ 歳 

６ か 月 児 

健 康 診 査 

３ 歳 児 

健 康 診 査 

3, 805 3, 954 46, 390 7, 126 2, 129 13, 436 78 4, 209 4, 380 

妊 産 婦 

訪 問 指 導 

新 生 児 

訪 問 指 導 

こんにちは赤

ちゃん事業に

よ る 訪 問 

母親・ 父親に

な る た め の 

準 備 教 室 

育 児 教 室 育 児 相 談 
乳 幼 児 

相 談 窓 口 

す く す く  

親 子 教 室 

親 支 援 

教 室 

2, 987 2, 989 194 558 861 3, 896 1, 576 1, 129 86 

親 子 

ひ だ ま り  

発 達 相 談 

総 合 発 達 

相 談 

不 妊 に 関

す る 相 談 
性 教 育 

乳 幼 児 

歯 の 健 康 

づ く り  

子ども達の歯

と 口の健康を

守る歯科健診 

小 慢 に 

関 す る 相

談 ・ 訪 問 
 

977 20 22 22 12, 292 3, 184 2, 210 

エ  がん 検診等実施状況           （ 令和６ 年度）（ 単位： 人， ％） 

区  分  対象者 受診者 受診率 異常な し  要精密者  

一 般 健 康 診 査 11, 775 581 4. 9％ ‒ ‒ 

胃 が ん 検 診 131, 300 8, 654 6. 6％ 7, 953 701 

子 宮 が ん 検 診 112, 200 25, 632 22. 8％ 25, 118 514 

乳 が ん 検 診 70, 400 10, 562 15. 0％ 10, 110 452 

肺 が ん 検 診 129, 800 23, 195 17. 9％ 22, 486 709 

大 腸 が ん 検 診 138, 900 22, 703 16. 3％ 21, 097 1, 606 

前 立 腺 が ん 検 診  5, 100 1, 012 19. 8％ 933 79 

腹 部 超 音 波 検 診  131, 300 18, 368 14. 0％ 17, 475 893 

肝 炎 ウ イ ル ス 検 診  ‒ 5, 152 ‒ 5, 120 32 

骨 粗 し ょ う 症 検 診 9, 300 2, 008 21. 6％ 1, 709 299 

歯 周 病 検 診 42, 773 2, 177 5. 1％ 884 1, 293 

※各検診の受診者に は， 半日がん 検診受診者を 含む 。  

※肝炎ウ イ ルス 検診の要精密者欄は， 陽性者数。  
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オ  結核予防 

( ｱ)  新登録結核患者数（ 各年12月31日現在）          （ 単位： 人）  

令和５ 年 令和６ 年 
新登録者の増減 

新登録者数 罹患率（ 人口10万対）  新登録者数 罹患率（ 人口10万対）  

58 9. 9 44 7. 5 14 

( ｲ) 健康診断実施状況            （ 令和６ 年度）（ 単位： 人， ％）  

区分 

種別 
対象者 受診者 受診率 発見患者数 

定 

期 

事 業 者 34, 956 34, 292 98. 1 0 

学 校 長 12, 837 12, 423 96. 8 0 

施 設 長 3, 537 3, 444 97. 4 0 

市 長 （ 業 態 者 含 む ）  95, 400 17, 295 18. 1 0 

計 146, 730 67, 454 46. 0 0 

定
期
外 

患 者 家 族 等 86 85 98. 8 0 

そ の 他 296 294 99. 3 0 

計 382 379 99. 2 0 

合   計  147, 112 67, 833 46. 1 0 

※受診者数は， 事業者等から 報告 のあ っ た 数のみを 集計。  

(3) 保健支援 

① 業務内容 

ア  心の健康 

精神保健福祉相談・ 訪問， 自立支援医療費（ 精神通院） 受給認定申請受付

等， 精神障害者保健福祉手帳の申請受付等， 精神保健デ イ ・ ケ ア ， 障害福祉

サー ビ ス の支給決定（ 精神障害者），地域生活支援事業，精神障害者相談事業，

家族のた め の教室， 精神保健に 関す る 講演会等， 自殺対策事業  

イ  難病対策 

医療講演会， 難病に 関す る 相談， 指定難病医療対策事業の申請受付， 骨髄

バン ク 登録推進， 骨髄等移植ド ナ ー 支援， 難病対策地域協議会， 難病ガ イ ド

ブ ッ ク 作成配布 

ウ  医療福祉相談  

② 活動状況 

ア  精神保健相談・ 訪問等         （ 令和６ 年度）（ 単位： 人， 件）  

精 神 保 健 

福 祉 相 談 

精 神 保 健 

訪 問 

精 神 保 健 

デ イ ・ ケ ア  

精神保健福祉に 

関する 普及啓発 

16, 944 541 230 3, 260 

イ  難病相談・ 訪問等            （ 令和６ 年度）（ 単位： 人， 件）  

難 病 に 関 す る  

相 談 

医 療 社 会 

事 業 相 談 

難 病 に 関 す る  

訪 問 指 導 

難 病 

健 康 教 育 

5, 965 7, 635 55 632 

 (4) 保健環境検査 

① 業務内容 

ア  臨床検査 

イ  食品等検査 
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ウ  環境検査 

② 活動状況 

ア  臨床検査                       （ 令和６ 年度）  

区   分 検 体 数 項 目 数 

病 原 性 腸 内 細 菌 検 査 5, 075 10, 951 

食 中 毒 検 査 101 624 

感 染 症 検 査 119 208 

尿 検 査 4, 341 9, 238 

梅 毒 血 清 反 応 検 査 854 1, 708 

淋 菌 検 査 266 266 

寄 生 虫 卵 検 査 1 1 

血 液 一 般 検 査 23 184 

血 液 理 化 学 検 査 73 428 

免 疫 血 清 検 査 1, 039 1, 039 

Ｈ Ｉ Ｖ 検 査 784 1, 568 

計 12, 676 26, 215 

イ  食品等検査                      （ 令和６ 年度）  

区   分  
行 政 検 査 一 般 検 査 

検体数 項目数 検体数 項目数 

乳 及 び 乳 製 品 7  362  0  0  

ア イ ス ク リ ー ム 類 ・ 氷 菓  15  85  0  0  

菓 子 類 62  211  0  0  

肉 卵 類 及 び そ の 加 工 品 128  2, 171  0  0  

魚 介 類 29  67  0  0  

穀 類 及 び そ の 加 工 品 36  306  3  7  

野 菜・ 果物及び そ の加工品 22  64  1  3  

魚 介 類 加 工 品 21  147  43  158  

そ の 他 の 食 品 68  317  2  10  

農 産 物 の 残 留 農 薬 36  10, 872  -  -  

そ の 他 （ 拭き 取 り 検査等）  607  1, 364  -  -  

飲 料 水 適 否 試 験 0  0  71  1, 633  

簡 易 水 道 114  1, 462  -  -  

プ ー ル 水 ・ 浴 場 水 検 査 112  530  -  -  

家 庭 用 品 等 検 査 50  110  0  0  

計 1, 307  18, 068  120  1, 811  
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ウ  環境検査                       （ 令和６ 年度）  

区   分  検体数 項目数 

水質 

河 川 水 調 査 239  6, 588  

地 下 水 調 査 78  3, 360  

海 水 浴 場 調 査 26  111  

工 場 排 水 基 準 監 視 125  1, 473  

産 業 廃 棄 物 処 分 場 排 出 水 調 査 37  1, 105  

そ の 他 （ 臨 時 調 査 ・ 苦 情 等 ）  10  164  

大気 臭 気 指 数 測 定 0  0  

計 515  12, 801  

 (5) 食肉衛生検査 

① 業務内容 

ア  牛・ 豚等の生体検査， 内臓検査， 枝肉検査  

イ  精密検査： 病理， 微生物， 理化学検査  

ウ  衛生指導 

② 活動状況 

ア  畜種別と 畜検査頭数及び 処分頭数             （ 令和６ 年度）  

畜  種  牛 馬 豚 計 

検査頭数 13, 244 0 205, 862 219, 106 

全部廃棄 
頭 数 129 0 674 803 

％ 0. 97 0 0. 33 0. 37 

(6) 保健・急病センター 

① 施設の概要 

所 在 地  鴨池二丁目22番18号 

敷地面積  1, 931. 15㎡ 

延床面積  4, 013. 67㎡ 

構  造  鉄筋コ ン ク リ ー ト 造地下１ 階地上５ 階建  

② 施設の内容 

ア  夜間急病セ ン タ ー  １ 階 

イ  鹿児島市薬剤師会夜間救急薬局  １ 階 

ウ  精神保健福祉交流セ ン タ ー  ２ 階・ ３ 階 ※詳し く は， P216を 参照 

精神障害者の自立及び 社会参加の促進を 図る と と も に ， 市民の精神障害に 対

す る 理解と 相互交流を 深め る こ と を 目的と し た 施設  

閉 館 日  毎週火曜日・ 12/29 ～１ / ３  

開館時間  午前９ 時～午後９ 時 

主な 施設   交 流ス ペ ー ス ， 多 目的 ル ー ム ， 相 談室 ， デ イ ケ ア 室， 調理 室，

音楽ルー ム 等  

エ  保健環境試験所 ３ 階・ ４ 階・ ５ 階 

各種検診の臨床検査， 食品等の検査， 大気・ 水質等の環境検査及び 感染症・

食中毒発生時の原因物質の検査を 行う 施設  

検査内容 

※詳し く は， P223， 224を 参照 
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・ 臨床検査 検便・ 尿検査・ 血液検査な ど を 実施  

・ 食品検査 食品検査・ 飲料水検査な ど を 実施  

・ 環境検査 河川水・ 工場排水等の水質調査， 臭気指数測定な ど を 実施


